
指定宗教法人の清算に係る指針検討会（第３回） 

議事次第 

１ 日 時  令和７年９月３日（水）１０：３０～１２：００ 

２ 場 所  旧文部省庁舎６階第２講堂 

３ 議 題 

（１）指定宗教法人の清算に係る指針案について

（２）その他

４ 資 料 

資料１ 指定宗教法人の清算に係る指針案 

資料２ 指定宗教法人の清算に係る指針案概要 

資料３ 釜井委員提出資料 

参考資料１ 指定宗教法人の清算に係る指針検討会開催要項 

参考資料２ 指定宗教法人の清算に係る指針検討会の運営に係る申し合わせ 

参考資料３ 指定宗教法人の清算に係る指針検討会参考資料集 

参考資料４ 指定宗教法人の清算に係る指針検討会参照条文集 

参考資料５ 指定宗教法人の清算に係る指針検討会（第２回）議事要旨（案） 
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指定宗教法人の清算に係る指針案 

令和７年  月  日 

１．本指針の趣旨・目的等 

（１）本指針の趣旨・目的

本指針は、「特定不法行為等に係る被害者の迅速かつ円滑な救済に資する

ための日本司法支援センターの業務の特例並びに宗教法人による財産の処分

及び管理の特例に関する法律」（以下「特例法」という。）第２条第１項に規

定する特定解散命令請求等 1により解散命令が確定した「指定宗教法人 2」を

対象とし、この法人の清算につき、その目的を実現するために支障のない範

囲で信教の自由に配慮しつつ、清算事務を円滑に進めつつも、確実に手続を

進めることを通じ、この法人による特定不法行為等 3やその他の不法行為 4の

被害者 5への賠償等が適切に図られるよう、清算法人の財産の管理・処分、

債務の弁済その他の事項を定める。 

（２）個別具体的な法人の清算にあたっての監督裁判所との連携の重要性

本指針は、宗教法人法（以下「法」という。）の所管官庁として、指定宗

教法人の清算に関して一般的に留意すべきと考える事項を示したものであ

り、個別具体的な指定宗教法人の清算に際しては、清算人は、職務を行うに

あたり、法第５１条に基づき清算を監督する裁判所と緊密に連携しつつ、状

況に応じて、付与された権限を適切に行使することが求められる。 

２．指定宗教法人の清算手続に関する基本的な考え方 

（１）指定宗教法人の性質を踏まえた清算の在り方

一般に、清算は、清算の対象となる法人の性質を踏まえて進めるべきもの

である。 

本指針の対象となる指定宗教法人は、特定不法行為等を原因として相当多

数の被害者を生じさせていると見込まれ、著しく公共の福祉を害すると明ら

かに認められる違法行為を根拠として解散された法人であるが、一方で、法

人格の基盤である宗教団体が現に存在するという性質を有している。 

 清算人は、指定宗教法人のこれらの性質を踏まえ、清算事務に支障のない

範囲で信教の自由に配慮しつつ、円滑かつ確実に清算が行われるよう、善良

な管理者の注意をもって清算事務を遂行することが要請される。 

（２）清算事務の中核となる被害者への弁済等の対応

資料１ 
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 指定宗教法人の清算手続では、特定不法行為等に係る損害賠償請求等への

対応が清算事務の中核を占めるものと考えられる。その財産には自ら引き起

こした特定不法行為等によって不法に得られた金員等が含まれており、こう

した金員等を被害者に回復させることが特例法の趣旨等に照らして要請され

ることを踏まえる必要がある。 

 清算人は、債権の申出期間内に被害を申し出た被害者及び知れている被害

者はもとより、債権の申出期間経過後に申し出た被害者を含め、一人の被害

者も取り残すことのないよう、被害者に対し誠実に対応するとともに、でき

得る限りの努力をもって被害の回復を図ることを基本的な立場とすべきであ

る。 

 また、被害の回復に当たっては、財産的被害はもとより、精神的被害につ

いても必要な配慮をすることが要請される。 

（３）債権の申出、把握、弁済等に要する清算の期間

本指針の対象となる指定宗教法人の性質を踏まえると、特定不法行為等の

被害者が多数にのぼることが見込まれる。また、不法行為が故意に引き起こ

されたものであって、指定宗教法人側によって被害の申出が困難な状況が作

り出されているといった事情等から被害者が早急に被害の申出を行うことが

困難な場合があることや、証拠資料が散逸し、隠匿等されている場合がある

ことも予想される。 

 このため、多数の被害者による被害の申出自体に相当の期間を要する上

に、個別の被害の認定及び弁済は迅速になされることが望まれるとはいえ、

被害の申出に係る債権の有無及び金額の把握や弁済等の清算事務の遂行に

は、全体として相当の期間を要すると考えられ、したがって、清算手続の開

始からその結了までの期間は長期にわたることも考えられる。 

（４）清算事務に支障のない範囲での信教の自由への配慮

一方で、清算手続が長期間にわたる場合には、施設の利用が制約されるな

どの事情により、信者らの宗教上の行為への影響が大きくなるおそれがあ

る。 

 そこで、清算人は、清算法人の財産の管理、処分にあたっては、清算事務

に支障のない範囲で、その必要性の程度等も考慮して信者らに施設の利用を

許諾する等、現に存在する宗教団体の信者らの信教の自由に配慮をすること

が望まれる。 

３．清算人の職務･権限と清算法人の財務状況の調査等 

（１）清算人の職務・権限

清算人の職務と権限は、法第４９条の２において規定されているところ、
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同条第１項各号の職務内容は例示であり、清算人の職務と権限は、清算法人

の目的の範囲に属する一切の事項に及ぶと解される。そして、その一切の行

為には、客観的に清算のために必要かつ相当と認められる行為も含むものと

解される。 

（２）清算事務の内容等を踏まえた適正かつ効率的な事務処理態勢の構築

清算法人の規模が大きい等の事情があるときは、必要となる清算事務の内

容等も踏まえ、適切な規模の清算人団を構成し、事務を分掌しながら効率的

かつ円滑に清算事務を行うことが要請される。すなわち、清算人の補助者や

代理人を必要数確保し、弁護士、税理士、会計士、不動産鑑定士、電子デー

タの把握・解析等を担当する専門家等の助力を得られる態勢を整えるととも

に、清算人の指揮の下、清算事務を分掌して効率的に行う部門を法人内部に

複数設ける等、円滑に清算事務を進めることが求められる。

（３）清算法人の財務状況の的確な把握

ア 清算人は清算法人の代表者であり、清算事務を統括して執行する立場にあ

ることから、清算法人の財務諸表及び各種の帳簿等（電子データを含む。）

を調査、分析するとともに、清算法人の子会社等が保有する情報の調査や、

従前の役員及び主要な従業者に対する事情聴取を適切に行う等して、清算法

人の資産の状況や不法行為に係る被害者などに対する負債の状況について、

弁済されるべき被害者に漏れが生じないよう、過去のものも含めて正確に把

握した上で、清算法人の財務状況を的確に把握することが求められる。

イ 清算人は、清算法人の財務状況を調査するにあたり、国及び地方公共団体

並びに金融機関その他の公私の団体に対し、それらの団体等が保有する清算

法人に関する情報の提供や技術的助言その他の協力を求めることができ、必

要に応じ外国の団体を含む公私の団体に協力を要請することが相当な場合も

ある。

  また、所轄庁は、自ら保有する清算法人に関する情報の提供に留まらず、

清算人の職務が、公益の実現のために所轄庁が申立て等をした特定解散命令

請求等により始まった指定宗教法人の解散に伴う清算手続を担うという意味

で公益性を帯び、被害者を救済するという重要な役割を期待されていること

を踏まえ、必要に応じて諸般の可能な支援を行うよう努めることが期待され

る。  

４．調査妨害や財産の散逸・隠匿等への対応 

（１）清算人の職務行為に対する妨害等への対応

清算人が財産の管理・処分や各種の調査を行うにあたり、それらを妨害す
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る行為等が予想されるため、清算人は、裁判所と連携の上、安全確保のため

の所要の措置を検討するべき場合もある。 

 また、財産の管理処分や各種の調査を妨害する行為が現にされ、それが犯

罪行為に該当する場合には、その行為者に対する刑事上の責任について検討

すべきである。 

（２）清算法人の元役員、従業者等の不正行為への対応

清算法人の従業者等が正当な理由なくして清算人の指揮命令に反するとき

は、懲戒・解雇等の事由に該当する場合もあり得る。また、指定宗教法人が

解散に至ったことに関してその運営の責任を従前の役員に問うことを検討で

きる場合や、法人の関係者が調査を妨害して財務関係の調査に余分な費用を

要したり、財産を散逸又は隠匿したためその回復が困難であったりして損害

が生じた場合等は、当該法人関係者に対し、民事上の責任を問うことも考え

られる。 

５．清算法人の財産の管理・処分 

（１）清算法人に帰属する財産の適正な管理・処分

 清算人は清算法人に帰属する全ての財産を管理・処分する権限を有すると

ころ、財産の資産価値を維持し、公租公課等の支払義務を果たしつつ、清算

に必要な範囲で財産を保有し、適切に管理し、必要に応じて適正な価格で処

分・換価することが求められる。 

（２）財産の管理・処分と信教の自由への配慮

ア 信者は施設の利用を当然には求めることはできないが、清算人の合理的

な判断の下、信者らの宗教上の行為に礼拝施設等を用いる必要性の有無及

び程度等も考慮の上、信者らに対して、清算事務に支障のない範囲で、そ

の施設の利用を認めることもできる。

イ ただし、宗教上の目的で行われるものであったとしても、解散の原因と

なった特定不法行為等をはじめとして、他人の生命、身体、財産等に危害

を及ぼす行為として法令に違反する行為は当然に認められないことに留意

する必要がある。

清算人は、利用を許諾する条件として、清算法人の施設を利用して特定

不法行為等の法令に違反する行為を行わない旨を信者らに誓約させ、その

実効性を担保する措置を講じるよう求めることも考えられる。 

ウ なお、信者らの施設の利用に伴い、その対価を受領することは、清算法

人の財産の維持管理を適切に行い、公租公課の支払いの原資を確保する上

で必要かつ相当な行為であるから、清算の目的の範囲内にあるものとして
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容認される場合がある。 

エ また、清算人は、債務の弁済の原資とするために必要がある場合には、

清算法人の動産、不動産等の資産を処分・換価することとなるが、その際

も、信者らの信教の自由に配慮し、例えば宗教活動に現に利用されていな

い財産から処分・換価することなどを検討することが望まれる。

６．債務の弁済等と清算法人の残余財産の引渡し 

（１）債権者の把握や債務の弁済等の基本的な考え方

ア 被害の申出を受けるにあたり、不法行為が故意に引き起こされたもので

あって、指定宗教法人側によって被害の申出が困難な状況が作り出されて

いるような事情等から、早急な申出が困難な場合や、証拠資料の隠匿、散

逸、欠損等を伴う場合が想定されることを踏まえると、まずは被害の申出

を促す工夫が求められる。

また、被害の申出をした被害者に対して厳格な対応に終始すれば、円滑

な清算事務の遂行に支障を来すおそれがあることにも留意する必要があ

る。 

例えば、①清算法人が保有する寄附等を裏付ける記録から判明する一定

の範囲の相手方に対して、被害の申出をする意思があるか否かを個別に照

会すること、②被害者の相談に応じる窓口を設置すること、③被害の申出

に関する説明会を開催して申出を促すこと、④被害者の求めに応じた当該

被害者に係る寄附等の記録等の被害を裏付ける資料を開示することなどの

工夫をすることが挙げられる。 

この際、宗教法人に対して寄附を行ったことはプライバシー情報として

の側面も有するから、個別の照会の発送や相談記録の保管等にあたって、

清算人には慎重な情報の取扱が求められる。 

清算人はこれらの工夫を通じて、不法行為に係る被害者やその債権額の

把握の場面で、能動的な対応を行うことが期待される。 

なお、こういった清算人の取組に関し、例えば、法テラスにおける霊感

商法等対応ダイヤルをはじめとする相談窓口等に問合せのあった個別の被

害者にこれらの取組を紹介する等、関係機関が周知に協力していくことが

適当である。 

イ また、申し出られた被害に係る債権額を把握・認定するにあたっては、

例えば、不法行為の態様、それが反復された期間、被害の具体的な状況等

を踏まえ、被害をある程度類型化して弁償基準を設ける等の工夫を行うこ

とにより、債権額の把握・認定を容易にするとともに、円滑に弁済を進め

ることも選択肢になりうる。これらの工夫は、被害者が弁済の見通しを立

てるうえでも有益であると考えられる。
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 なお、この基準においては、弁償等の額に適切な額の弁護士費用が含ま

れることなどを明記した上で、この旨を広く被害者に周知するなどして、

被害者が申出にあたって弁護士を利用し、申出をためらうことなく、また

適切に債権を立証できるよう配慮することが望まれる。 

ウ 被害者が相当多数にのぼることや、被害の早急な申出が困難な場合もあ

ること等を踏まえると、被害の申出自体に相当の期間を要するものと考え

られ、また、多数の申出に係る債権を把握して弁済を行う上でも相当の期

間を要することが想定される。債権の申出期間の設定の場面や、債権の申

出期間経過後に申し出た被害者への対応の場面でも、こうした事情に十分

に配慮することが期待される。

エ 指定宗教法人の清算手続においては、被害者に対する賠償等の事務が中

核的な事務となることから、清算人は、被害の申出が続く蓋然性があり、

被害者に対する債務の弁済を完了していないと合理的に判断できる場合

は、清算法人の財産の全てを帰属権利者 6に引き渡すことは相当ではな

い。

（２）債権の申出期間内の弁済、知れたる債権の把握等

ア 被害者が相当多数にのぼることや、被害の早急な申出が困難な場合もあ

ること等の具体的な事情を踏まえ、清算人は、裁判所と連携の下、債権の

申出期間を相当程度に長期とすることも視野に入れて検討することが期待

される。

イ 債権の申出期間内において、個別の弁済を行うことが他の債権者を害さ

ないと認められる場合には、被害の早期救済の必要性の程度等も考慮の

上、個別の債権者に対して弁済を行うことも許容されるものと解される。

ウ また、調停の申立てや提起された訴訟については、可能な範囲でこれら

を併合することを求める等して、複数の紛争を一回的に解決する工夫を行

うことにより、知れている債権を含めその把握・弁済等を効率的に行うこ

とが期待される。

（３）債権の申出期間経過後に申し出られた債権の弁済と残余財産の引渡し

ア 被害者が相当多数にのぼることや、被害の早急な申出が困難な場合もあ

ること等を踏まえると、債権の申出期間経過後に債権の申出をする被害者

が相当多数にのぼることが想定される。債権の申出期間内に申出をした債

権者や知れている債権者への弁済が終了した後においても、清算人は、十

分かつ相当な期間を設けて、帰属権利者に引き渡していない財産をもっ

て、債権の申出期間経過後に申出をした被害者に対して弁済を継続するこ

とが望まれる。
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イ 帰属権利者は債権者に対する弁済を終えた後に残余財産 7を取得できる

にすぎないという意味で債権者に劣後する立場にあることを踏まえると、

清算人において、申出をした債権者や知れている債権者への弁済がひとと

おり終了した時点であっても、申出をしていない被害者がなお存在し、そ

れほど遠くない時期に申出をする蓋然性がある等、債務の弁済を終えてい

ないと合理的に判断できる場合は、清算法人の財産につき、その時点では

帰属権利者への引渡しを行わず、今後、申し出ることが予定される被害者

に対する弁済に充てることの当否を検討すべきである。

ウ 債権の申出期間経過後に申し出られた被害者に対する弁済が相当長期間

にわたり継続された後、被害の申出が相当期間見られなくなるなど、清算

人において清算の結了を視野に入れるべきときであっても、不相応に高額

な金額を寄附した者と申し出た被害者の数との比較等から、客観的には潜

在的な被害者が相当数存在していると見込まれるといった事態も想定され

る。この場合、清算手続の結了がいたずらに遅滞しないよう配慮するとと

もに、これらの潜在的被害者に対する救済の手法を確保するとの視点か

ら、例えば、清算人や帰属権利者を含む関係者において、清算法人の財産

を基礎に、清算結了後に顕在化する被害者を救済するため、被害者に対す

る弁済を担う財団を設ける等して、潜在的な被害の回復を図る措置を講じ

るなどの対応を検討することも考えられる。

エ なお、清算手続が相当程度の長期にわたると想定されることを踏まえる

と、債務の弁済等の清算事務に支障がない範囲で、信者らの信教の自由に

配慮するとの観点から、宗教上の行為に用いる必要性の有無及び程度、清

算人に生ずる財産管理面での負担の内容・程度等の事情も考慮の上、清算

人において清算法人に属する個別の財産を帰属権利者に引き渡すことも、

裁判所の監督の下、行い得る場合があるものと考えられる。

オ 清算人において、債権者である被害者への被害回復の措置を終えたと合

理的に判断できる状況となったときは、清算人は、帰属権利者に対して、

その時点において清算法人に帰属する残余財産を引き渡し、清算を結了さ

せることとなる。

1  法第８１条第１項第１号に該当する事由があることを理由として、所轄庁若しくは検察官

による請求又は裁判所の職権により手続の開始がされた同項による解散命令の請求をいう。

2  特例法第７条に基づき、「対象宗教法人」（同法第２条１項柱書に規定される、法第８１条

第１項の規定による解散命令の請求が行われ又は同項に規定する事件の手続が開始された

宗教法人であって、特定解散命令請求等に係る宗教法人）について、特例法第７条第１項

各号に規定される、当該法人に係る特定不法行為等に係る被害者が相当多数存在すること

が見込まれること、及び当該法人の財産の処分及び管理の状況を把握する必要があること

8



のいずれにも該当すると認められるものとして、所轄庁に指定された宗教法人をいい、同

法第１２条第２項の規定により指定があったものとみなされる特別指定宗教法人を含む。

なお、本指針においては、表現を単純化するため、特例法第９条第１項の規定により指定

の効力が失効した以後の指定宗教法人を含め、「指定宗教法人」と表記する。

3  特例法第２条第２項に規定される、特定解散命令請求等の原因となった不法行為、契約申

込み等の取消しの理由となる行為その他の行為及びこれらと同種の行為であって、特定解

散命令請求等をされた宗教法人又はその信者その他の関係者によるものをいう。

4  本指針において、指定宗教法人のした不法行為のうち、文脈上指定宗教法人の性質に特に

言及する必要がある場合には、「特定不法行為等」の用語を用い、その他の不法行為も含

め不法行為一般に言及する場合には、単に「不法行為」の用語を用いる。

5  本指針において、指定宗教法人に対して債権を有する債権者のうち、特に不法行為を原因

とする債権であることに注目して、指針を示す必要がある場合に「被害者」の用語を用い

る。また、債権のうち不法行為を原因とする債権についても同様の必要がある場合に「被

害」の用語を用いている。

6  法第５０条第１項の規定により、残余財産の帰属先として規則にその定めがあるときは、

その定めるによる帰属先をいい、これによりがたい場合は同条第２項の定めにより定めら

れる帰属先をいう。

7  清算法人が、現務を結了し、債権債務を整理した後において、なお残っている清算法人の

財産をいう。

9



■指針では、清算事務の遂行に当たり、被害者が相当程度多数、被害の
早急な申出が困難、調査妨害等のおそれがあることを踏まえた対応に
ついて整理

■清算は長期にわたると考えられるが、清算人は、一人の被害者も取り
残すことがないよう、でき得る限りの努力をもって被害回復を図るこ
とを明記

指定宗教法人の清算に係る指針案の概要

指針案に位置づけた対応策

①清算人の補助者・代理人等の確保、専門家等の助力を得られる態勢
の整備

②財務諸表等のほか、子会社等が保有する情報の調査、従前の役員等
に対する事情聴取

１．財務状況の調査等

①被害者把握のための、寄附等の記録から判明する方への個別の通知、
相談窓口の設置・説明会の開催や寄附等の記録の開示

②被害の類型化による弁償基準の設定（※）
※ 適切な額の弁護士費用が含まれることなどを明記し、広く周知して、弁護士

の利用や、被害の申出をためらうことのないように配慮
③長期の申出期間の設定。申出期間の経過後も、新たに申し出る被害者

に備え清算法人の財産を引き渡さずに、賠償を継続
④清算結了後においても、更に被害者救済を行うための財団の設立等を

検討

３．被害者に対する賠償等の対応

※信者らの信教の自由に対する配慮として、清算人は、清算事務に支障のない範囲
で、施設利用の許諾や宗教活動に利用されていない不動産等からの処分等を検討。

※指針は、宗教法人法の所管官庁として一般的に留意すべきと考える事項を示した
もの。個別具体的な清算に際し、清算人は、裁判所と緊密に連携しつつ、状況に
応じて権限を行使。

①清算人の調査への法人職員による妨害等には、懲戒・解雇等に止ま
らず、刑事上・民事上の責任追及を検討

２．調査妨害等への対応

資料２
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1 

第３回検討会発言予定要旨 

２０２５年９月３日 

委員 釜 井 英 法 

文化庁より示された「指定宗教法人の清算に係る指針案」について、第２回検

討会での各委員の御意見も踏まえて、第３回検討会にて以下の発言を予定しており

ます。会議時間に限りがありますので、発言要旨を事前に送付いたします。 

１ 清算人が消滅時効の援用ないし除斥期間を主張しないこともできることを選択

肢として明示すべきです 

指針で想定しているのは、宗教法人法第８１条第１項第１号又は同項第２号

前段の事由により裁判所によって解散を命じられた宗教法人に関する問題であ

り、被害が長期間にわたっている可能性があり得ます。 

この点に関連して、第２回検討会においても、「近時の大型損害賠償事件で

は、債務に係る消滅時効を援用しない方針を採用している事例もあり、時効の

援用や除斥期間の主張を清算人がするに当たっては、信義則といった基本的な

法の要請を踏まえて、ある程度柔軟な対応を検討することも考えられる。・・・

時効の援用、除斥期間の主張については、・・清算人がそのように判断すること

（釜井注：時効の援用、除斥期間の主張について消極的に判断すること）が善

管注意義務違反に当たらない場合があるといった記載ぶりは検討の余地がある

のではないか。清算人の判断の手助けになるような形で何らかの記載をすべき

である」等の意見が出ています。 

そこで、清算人は、届出債権の認否にあたって、消滅時効の援用ないし除斥

期間を主張しないこともできることを選択肢として明示すべきと考えます。 

２ 残余財産の引渡しにおいても新たな被害の防止を考慮できるようにすべきです 

指針で想定しているのは、宗教法人法第８１条第１項第１号又は同項第２号

前段の事由により裁判所によって解散を命じられた宗教法人に関する問題です

ので、残余財産の引渡しを受けた帰属権利者によって同様の被害が生じないよ

うにすることは不可欠です。 

11



2 

 

指針案６項(3)エ及びオにおいて、残余財産を帰属権利者に引き渡す旨の規定

がなされていますが、被害の防止への考慮がなされておらず、懸念を抱かざる

を得ません。 

残余財産の引渡しを受けた帰属権利者によって同様の被害が生ずることは、

宗教法人法５０条の趣旨ないし宗教法人の解散命令の趣旨に反することは明ら

かです。 

この点に関し、第２回検討会において、私は、「残余財産の引渡しについて、

帰属権利者が清算法人と同一視できるような事情のあるときは、・・・残余財産

の引渡しを行わないことができるような記述を設けてほしい」旨の意見を述べ

たところですが、残余財産の引き渡しを全面否定するような指針を作成するに

は法改正が必要ではないか等の意見がありました。 

そこで、改めて、「清算人は、残余財産の帰属権利予定者についても調査でき

るものとし、帰属権利者において新たな被害が生じる危険性が認められるとい

うような場合には、その危険性が解消されたことが当該帰属権利者によって証

明されたといえるまで、当該帰属権利者には残余財産を引き渡さないことがで

きる」旨の規定を設けることは考えられないか提案します。 

 

３ 被害者に対する弁済を担う財団への財産の引渡しは清算人の権限のみでできる

ことを確認すべきです 

指針案６項(3)ウにおいて、「清算人や帰属権利者を含む関係者において、清

算法人の財産を基礎に、清算結了後に顕在化する被害者を救済するため、被害

者に対する弁済を担う財団を設ける等して、潜在的な被害の回復を図る措置を

講じるなどの対応を検討することも考えられる。」と規定されています。 

潜在的被害者に対する救済の手法を確保する視点からこのような規定を設け

ることは賛成です。 

ただ、被害者に対する弁済を担う財団への財産の引渡しは、「債務の弁済」

（宗教法人法第４９条の２第１項）のためにする行為であり、清算人が自らの

権限でできる場合もあると考えられるところ、上記の規定では「帰属権利者を

含む関係者」の関与がないとできないようにも読めてしまいます。この点、第

１回検討会でも、研究の余地がある旨の御意見もあったところですので、本日
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3 

 

の議論も含めて、その議論の経過を議事要旨などの記録に残しておくことによ

り、清算人が取り得る選択肢を示唆しておくことが、清算人の助けになると考

えます。 

 

以 上 
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指定宗教法人の清算に係る指針検討会開催要項 

 

令和７年５月１６日 

文 化 庁 次 長 決 定  

令和７年７月１０日 

文 化 庁 次 長 改 定  

 

１．目的 

この検討会は、「特定不法行為等に係る被害者の迅速かつ円滑な救済に資するため

の日本司法支援センターの業務の特例並びに宗教法人による財産の処分及び管理の

特例に関する法律」に規定する指定宗教法人（特別指定宗教法人を含む。以下同じ。）

の清算を行う場合において、当該清算が指定宗教法人の特性を踏まえたものとなる

よう、清算人による円滑な清算に資する指針案の策定に向けた検討を行うことを目

的とする。 

 

 

２．検討事項 

 ・清算人による指定宗教法人の財務状況の調査に関する事項 

 ・特定不法行為等の被害者に対する賠償等債務の弁済に関する事項 

 ・清算にあたっての指定宗教法人の信者の信教の自由に対する配慮事項 

等 

 

３．検討会の構成員 

 別紙参照 

 

 

４．その他 

（１）検討会は文化庁次長が開催する。 

（２）検討会に会長及び会長代理それぞれ１人を置く。 

（３）会長は構成員の互選で決定する。 

（４）会長代理は会長が指名し、決定する。 

（５）会長は会議を主催し、会長に事故あるときは、会長代理が会議を主催する。 

（６）会議は、総委員の五分の三の出席がなければ、議事を開き、議決することがで

きない。 

（７）会議は非公開で開催し、会議の議事は、議事要旨として公開する。 

（８）検討会の庶務は文化庁宗務課が担当する。 

（９）（１）から（８）までに定めるもののほか、検討会の運営に係る事項は、検討

会が決定する。 

参考資料１ 
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別紙  

指定宗教法人の清算に係る指針検討会委員名簿 

令和７年７月１０日現在 

荒井
あ ら い

実
みのる

（公財）日本宗教連盟監事、神社本庁総務部長 

井田
い だ

良
まこと

中央大学大学院法務研究科教授 

釜井
か ま い

英法
ひでのり

 弁護士 

北
き た

居
い

功
いさお

中央大学大学院法務研究科教授 

小島
こ じ ま

慎司
し ん じ

 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

佐原
さ は ら

透
ゆ き

修
の ぶ

（公財）日本宗教連盟宗教文化振興等調査研究委員会委

員、東京都宗教連盟理事長 

宍
し し

野
の

史生
ふ み お

 （公財）日本宗教連盟理事、教派神道連合会理事長 

道家
ど う け

紀一
のりかず

 日本キリスト教連合会常任委員、東京都宗教連盟理事 

戸松
と ま つ

義
よ し

晴
は る

 （公財）全日本仏教会理事、（公財）日本宗教連盟宗

教文化振興等調査研究委員会委員長 

富永
とみなが

浩
ひ ろ

明
あ き

   弁護士 

中山
なかやま

孝雄
た か お

   弁護士、前広島高等裁判所長官 

山本
やまもと

和彦
かずひこ

   中央大学大学院法務研究科教授 

（オブザーバー） 法務省大臣官房司法法制部
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指定宗教法人の清算に係る指針検討会の運営に係る申し合わせ 

 

令和７年５月２８日 

指定宗教法人の清算に係る指針検討会決定 

 

指定宗教法人の清算に係る指針検討会開催要項４．（９）に基づき、指定宗教法人

の清算に係る指針検討会（以下単に「検討会」という。）の運営に関し必要な事項を

次のとおり定める。 

 

１ 委員が病気その他の事情により招集に応ずることができないときは、あらかじ

めその旨を会長に届けなければならない。 

２ 会長は、会議を主催し、議事を整理する。 

３ 会長に事故があるときは、会長代理がその職務を代理する。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

５ 委員は、発言しようとするときは、会長の許可を受けなければならない。 

６ 会議は非公開で開催し、議事要旨には、開催日時、場所、出席委員、会議の概要

を記載するものとし、当該議事要旨はいずれの委員の発言かを記載しないものと

する。 

７ 委員の発言にかかわらず、議事要旨中、個人名、法人名は匿名化して記載するも

のとする。 

８ 議事要旨は事務局において作成し、出席委員の確認を得た後、速やかに公開す

るものとする。 

９ 会議資料は、個人名、法人名を匿名化した上で、原則として公開するものとす

る。ただし、検討中の報告書の原案等、検討会において非公開とすることが適当で

あると認めるものについては、非公開とする。 

１０ 委員は、検討会の委員として知り得た秘密を漏らしてはならない。委員の任

期の終了後も同様とする。 

１１ 会議の議事要旨の作成その他検討会に関する事務は、文化庁宗務課において

処理する。 

参考資料２ 
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宗教法人の解散

宗教法人の清算手続について（解散命令によって解散した場合）

○裁判所は、所轄庁等の請求により又は職権で清算人を選任する（法第４９条第３項）。

○宗教法人の代表役員等は解散によって退任する（法第４９条第７項）。

清算人の選任

○清算人は、清算法人の債権及び債務など当該法人の財務関係の調査を行う。

○例えば、清算人は、公告によって、債権者に対して、一定の期間（債権の申出期間）内に請求の申出をする
ように催告、また、「知れている債権者」に対しては個別に申出の催告をしなければならない（法第４９条の３）。

法人の債権･債務関係等の調査

清算の結了（法48条の２、法５８条）

○清算人は、債権の申出期間内に申出をした債権者や「知れている債権者」等への弁済をする。

○債権の申出期間経過後に申出をした債権者は、「債務が完済された」後まだ帰属権利者への引渡しをして
いない財産に対してのみ請求をすることができる（法第４９条の４）。

○清算人は宗教法人の現務の結了をさせるとともに、債権の取立てを行う（法第４９条の２第１項第１号、第２号）。

現務の結了、債権の取立て及び債務の弁済

※凡例：法は宗教法人法

残余財産の引渡し（法第４９条の２第１項第３号）

１

参考資料３
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（法人の解散）

 法人の解散は、法人の権利能力の消滅を来すべき原因となる事実であり、
法人がその目的遂行のための活動を終止して、既存の法律関係の整理と残余
財産の処理のための手続、つまり清算手続に入ることを意味する。（前田･林

編429頁、中根392頁）

 そして、法人の目的遂行のための活動の終止と同時に、規則で定められた
目的達成のための能力を失うことを意味するものである。（渡辺235頁）

（法人の清算）

 清算手続では、できるかぎり速やかにすべての債権者に公平な弁済をする
ことができるよう、公告により債権申出の催告の規定が定められている。そ
して、本来、債権者への弁済が全部すまないかぎりは、清算人は帰属権利者
に残余財産を引き渡すことはできないはずである。(前田･林編462頁･466頁、渡部293頁）

 もっとも、清算事務をいたずらに遅延させないために、清算手続を早期に
結了するためのやむをえない措置として、債権の除斥の制度が設けられてい
る（前田･林編462頁･465頁）。

宗教法人の解散と清算について

参考資料：渡辺一雄「宗教法人法例解」（凡例：渡辺）、中根孝司「新宗教法人法－その背景と解説－」（凡例：中根）
渡部蓊「逐条解説宗教法人法」(第４次改訂版)（凡例：渡部）、
前田達明･林良平編「新版注釈民法(2)」(初版)（凡例：前田･林編）

２
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（清算法人の権利能力）

 法第４８条の２は「解散した宗教法人は、清算の目的の範囲内において、
その清算の結了に至るまではなお存続するものとみなす」と規定する。

 清算中の宗教法人（以下「清算法人」という。）は、解散前の法人と同一
性を有するものの、その権利能力は「清算の目的の範囲内」に限定される。
この点、清算法人の「清算の目的の範囲内」は、緩やかに解釈されるべき。
（渡部287頁、前田･林編446頁～447頁）

（清算の目的の範囲）

 「清算の目的の範囲内」とは、直接清算を目的とするもののみならず、客
観的に清算のために必要かつ相当とみられる行為は含まれる。（渡辺247頁）

 法人の継続的存在に係る当然の業務に関するものであり、とくに事業活動
そのものではないことをもって目的の範囲内と判断したとされる裁判例はあ
る。また、清算法人が本来の積極的活動を復活させることは目的の範囲内に
入らぬことは当然である。（前田･林編447頁～448頁）

 清算の終了まで財産を運用することも、存続に伴う当然の業務と考えられる。
（前田･林編447頁）

清算法人の目的と権利能力について

参考資料：渡辺一雄「宗教法人法例解」（凡例：渡辺）、渡部蓊「逐条解説宗教法人法」(第４次改訂版)（凡例：渡部）
前田達明･林良平編「新版注釈民法(2)」(初版)（凡例：前田･林編） ３
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（清算人の職務と権限）

 法第４９条の２第１項各号では、清算人の職務の範囲を以下のとおり定める。

• 「現務の結了」（第１号）

• 「債権の取立て」及び「債務の弁済」（第２号）

• 「残余財産の引渡し」（第３号）

 第１号から第３号までに規定されたものは、主な職務を例示したものにす
ぎず、清算人の職務は「清算の目的の範囲内」に広くおよぶものと解されて
いる。（渡部292頁、渡辺251頁、前田･林編458頁～459頁）

 そして、同条第２項では、清算人の職務を行うために「必要な一切の行為

をする」権限が清算人にあると定める。（渡部293頁、前田･林編460頁）

清算人の職務と権限について

参考資料：渡辺一雄「宗教法人法例解」（凡例：渡辺）、渡部蓊「逐条解説宗教法人法」(第４次改訂版)（凡例：渡部）
前田達明･林良平編「新版注釈民法(2)」(初版)（凡例：前田･林編） ４
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（清算人の職務の具体的な内容）

 法第４９条の２第１項各号所定の職務の内容は、以下のとおり解すること
が一般的と考えられる。

• 「現務の結了」とは、解散当時すでに着手していたが、未だ完結されて

いない事務を完結させることを意味する。通常は、法人の解散前に締結さ

れて未だ履行されていなかった契約を履行することが挙げられる。（渡部292

頁、前田･林編459頁）

• 「債権の取立て」とは、給付訴訟の提起をし、債務名義があれば強制執行

を行い、担保権の実行等の債権の実現に向けた措置をとることを意味する。

また、債権的財産を清算の目的に適するように物権的財産に変形する一

切の行為を含むと解すべき。（渡辺252頁、渡部292頁、前田･林編459頁）

• 「残余財産の引渡し」とは、債務の弁済を終わった後に残存した積極財

産の引渡しを意味する。（渡辺259頁、渡部298頁、前田･林編460頁）

清算人の職務の具体的な内容について

参考資料：渡辺一雄「宗教法人法例解」（凡例：渡辺）、渡部蓊「逐条解説宗教法人法」(第４次改訂版)（凡例：渡部）
前田達明･林良平編「新版注釈民法(2)」(初版)（凡例：前田･林編）

５
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清算人の権限等について

６

289頁、前田･林編449頁･458頁･461頁）

(代表行為)。そ

の際、代表権の範囲は清算目的の範囲に限られる。(渡辺141頁、前田･林編461頁）

参考資料：渡部蓊「逐条解説宗教法人法」(第４次改訂版)（凡例：渡部）、渡辺一雄「宗教法人法例解」（凡例：渡辺）
前田達明･林良平編「新版注釈民法(2)」(初版)（凡例：前田･林編）

（法人の代表機関による第三者への代理権の付与）

 法人の組織･活動範囲が拡大されると、法人代表者(理事)が自己の権限に

属する法人のすべての事務について自ら執行することは困難。(前田･林編383頁)

 清算人は清算法人の代表機関であることからして、第三者に包括的に代理

を委任することは許されないものの、個々の特定の行為については、第三者

に代理を委任することができる。(渡辺142頁、前田･林編383頁)
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清算人の負う義務（善管注意義務等）について

（清算人の善管注意義務の根拠）

 宗教法人の清算人は裁判所によって選任され、法人の代表者の地位に就く

ところ、清算法人と清算人との関係については民法の委任の規定が適用ない

し準用されると解されている。（渡辺249頁･251頁、中根398頁、前田･林編451頁･353頁

～354頁）

 なお、宗教法人とその役員との法律関係が問題となった事案において、当

該法律関係は「委任契約と解すべきことから、民法の委任に関する規定が適

用される」と解される旨を判示した下級審裁判例がある（昭和３７年４月２７日

京都地裁昭和３６年（ネ）第３６１号判決）。（渡辺140頁）

（清算人が負う義務）

 清算人は、清算法人に対して「清算の目的の範囲内」に属する一切の事項

を適正に処理すべき義務を負う。（渡辺251頁･139頁）

 そして、清算事務を行う際に、清算人は清算法人との関係において「善良

な管理者の注意をもって」清算事務を行うことが求められるものと解されて

いる(善管注意義務)。(渡辺249頁･251頁、中根398頁、前田･林編369頁～370頁･451頁）

参考資料：渡辺一雄「宗教法人法例解」（凡例：渡辺）、中根孝司「新宗教法人法－その背景と解説－」（凡例：中根）
前田達明･林良平編「新版注釈民法(2)」(初版)（凡例：前田・林編） ７
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（善管注意義務の内容）

 清算法人と清算人との関係において適用ないし準用される民法の委任の規

定では「受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任

事務を処理する義務を負う」と定められている（民法第６４４条）。

 すなわち、清算人は、注意をもって清算事務を処理する義務があるところ、

その際に尽くすべき注意の程度を測る標準が「善良な管理者」である。そし

て、「善良な管理者」の注意とは、清算人と同一グループ(職業的地位、社会的

地位、技能･経験等を規準に判断される)に属する平均的な人ならば、清算事務を処

理するために合理的に尽くすであろう注意と解されている。（潮見258頁）

 具体的には、行為者（宗教法人の清算手続の場合は清算人）の属する職業や社会

的地位に応じて通常期待されている程度の抽象的･一般的な注意と言われ、

一般的･客観的基準によって定まる（我妻･有泉･清水･田山1372頁･746頁参照、高橋･伊

藤･小早川･能見･山口編835頁参照、中田34頁～35頁参照）。

なお、宗教法人の清算人の善管注意義務の内容は法令上定められていない。

清算人の負う善管注意義務の内容ついて

参考資料：我妻榮･有泉亨･清水誠･田山輝明編「コンメンタール民法 総則･物権･債権」(第８版)（凡例：我妻･有泉･清水･田山）
高橋和之･伊藤眞･小早川光郎･能見善久･山口厚編「法律学小辞典」(第６版)（凡例：高橋･伊藤･小早川･能見･山口編）
潮見佳男「基本講義 債権各論Ⅰ」(第３版)（凡例：潮見）、中田裕康「債権総論」(新版)（凡例：中田）

８
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（信教の自由の内容）

 憲法第２０条第１項前段は、「信教の自由は、何人に対してもこれを保障
する」と定める。「信教の自由」には、信仰の自由、宗教的行為の自由及び
宗教的結社の自由が含まれる。そして、信仰の自由とは、宗教を信仰し、ま
たは信仰しないこと、信仰する宗教を選択し、または変更することについて、
個人が任意に決定する自由である。（芦部160頁）

 また、宗教的行為の自由とは、信仰に関して、個人が単独で、又は他の者
と共同して、祭壇を設け、礼拝や祈祷を行うなど、宗教上の祝典、儀式、行
事その他布教等を任意に行う自由である。（芦部161頁）

参考資料：芦部信喜（高橋和之補訂）「憲法」(第７版)（凡例：芦部）
宍戸常寿･安西文雄･巻美矢紀「憲法学読本」(第３版)（凡例：宍戸･安西･巻）

（信教の自由の保障とその限界）

 信仰の自由は、内面的精神活動の自由であり、他者の権利との調整という
問題を生じない以上、保障は絶対的といえる。（宍戸･安西･巻128頁）

 これに対し、宗教的行為の自由及び宗教的結社の自由は、ともに外面的精
神活動の自由であるから、公共の福祉による制約がありうる。そして、その
制約は必要不可欠な目的を達成するための最小限度の手段でなければならな
い。（芦部161頁、宍戸･安西･巻128頁）

信教の自由について（憲法第２０条第１項前段）

９
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（事案の概要）

 本件は、宗教法人の所有施設内においてサリンの生成を企てたという殺人
予備行為が宗教法人法第８１条第１項所定の解散命令事由に該当することを
理由とする解散命令が、宗教法人の信者の信教の自由を侵害するかが問われ
た事案（最高裁第一小法廷決定平成８年１月３０日民集５０巻１号１９９頁）。

（決定の要旨）

 「解散命令によって宗教法人が解散しても、信者は、（略）宗教上の行為を
行い、その用に供する施設や物品を新たに調えることが妨げられ」ない。

 「宗教法人の解散命令が確定したときはその清算手続が行われ、その結果、
宗教法人に帰属する財産で礼拝施設その他の宗教上の行為の用に供していた
ものも処分されることになるから、これらの財産を用いて信者らが行ってい
た宗教上の行為を継続するのに何らかの支障を生ずることがあり得る。」

 「宗教法人に関する法的規制が、信者の宗教上の行為を法的に制約する効果
を伴わないとしても、これに何らかの支障を生じさせることがあるとするな
らば、憲法の保障する精神的自由の一つとしての信教の自由の重要性に思い
を致し、憲法がそのような規定を許容するものであるかどうかを慎重に吟味
しなければならない。」

オウム真理教解散命令事件最高裁決定と信教の自由への配慮について

１０
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特定不法行為等被害者特例法の概要（本則関係）

特定不法行為等に係る被害者の迅速かつ円滑な救済に資するため、

①日本司法支援センター(以下「法テラス」)の業務の特例、②宗教

法人による財産の処分・管理の特例を定める〔３年間の時限立法（附

則第５条）〕。

１ 対象宗教法人

解散命令の請求が行われ又は事件の手続が開始された宗教法人

であって、次の要件に該当するもの

① 当該手続の開始に係る請求等が「法令に違反して、著しく

公共の福祉を害すると明らかに認められる行為をしたこと」

といった公益侵害を理由とするものであること。

② 当該手続が、公的機関（所轄庁・検察官による請求又は裁

判所の職権）により開始されたものであること。

２ 特定不法行為等

解散命令請求等の原因となった不法行為、契約申込み等の取消

しの理由となる行為その他の行為及びこれらと同種の行為であって、

対象宗教法人又はその信者等によるもの

趣旨（第１条）

定義（第２条）

１ 財産の処分及び管理の特例（第７条～第１１条）

⑴ 本件特例の対象となる宗教法人【＝指定宗教法人】

対象宗教法人のうち、次の要件に該当すると認めるものについて、指定する

（※）。

① 被害者が相当多数と見込まれること。

② 所轄庁として、財産処分・管理の状況を把握する必要があること。

⑵ 特例の内容（宗教法人法２３条～２５条の特例）

① 指定宗教法人は、不動産の処分・担保の提供の少なくとも一月前に、所

轄庁に通知すること。

② 通知を受けた所轄庁は、速やかにその通知に係る要旨を公告すること。

③ 通知をせずになされた不動産の処分・担保の提供は、無効とすること。

④ 指定された日の属する四半期以降、四半期ごとに財務書類（財産目録・

収支計算書・貸借対照表）を作成して、その写しを所轄庁に提出すること

（通常は、１年ごとの作成・提出）。

２ 財産目録等の閲覧の特例（第１２条・第１３条）

⑴ 本件特例の対象となる宗教法人【＝特別指定宗教法人】 （指定宗教法人

の指定を経ない指定も可）

対象宗教法人のうち、次の要件に該当すると認めるものについて、指定す

る（※）。

① 指定宗教法人の要件に該当すること。

② 財産の内容・額、財産の処分・管理の状況等を考慮して、財産の隠匿・

散逸のおそれがあること。

⑵ 特例の内容（宗教法人法２５条の特例）

所轄庁は、提出された財務書類の写しを、被害者に対して閲覧させること。

（※）指定宗教法人・特別指定宗教法人の指定に当たっては、あらかじめ宗教法人審議会の意見を

聴くこと。

宗教法人による財産の処分・管理の特例（第３章）

法テラスの業務の特例（第２章）

１ 本件特例の対象となる被害者

特定不法行為等に係る被害者

２ 特例の内容

① 被害者の資力を問わずに援助すること。

② 費用の償還・支払を一定期間猶予すること。

③ 償還等を免除できる範囲を通常より拡大することとし、そ

の範囲を具体的に規定すること。

１１
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八
十
七
条
の
二
） 

第
十
章

罰
則
（
第
八
十
八
条
・
第
八
十
九
条
） 

附
則 

第
一
章

総
則

（
こ
の
法
律
の
目
的
）

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
宗
教
団
体
が
、
礼
拝
の
施
設
そ
の
他
の
財
産
を

所
有
し
、
こ
れ
を
維
持
運
用
し
、
そ
の
他
そ
の
目
的
達
成
の
た
め
の
業

務
及
び
事
業
を
運
営
す
る
こ
と
に
資
す
る
た
め
、
宗
教
団
体
に
法
律
上

の
能
力
を
与
え
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

２

憲
法
で
保
障
さ
れ
た
信
教
の
自
由
は
、
す
べ
て
の
国
政
に
お
い
て
尊

重
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
従
つ
て
、
こ
の
法
律
の
い
か
な
る
規
定

も
、
個
人
、
集
団
又
は
団
体
が
、
そ
の
保
障
さ
れ
た
自
由
に
基
い
て
、

教
義
を
ひ
ろ
め
、
儀
式
行
事
を
行
い
、
そ
の
他
宗
教
上
の
行
為
を
行
う

こ
と
を
制
限
す
る
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。 

（
宗
教
団
体
の
定
義
） 

第
二
条

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
宗
教
団
体
」
と
は
、
宗
教
の
教
義
を
ひ

ろ
め
、
儀
式
行
事
を
行
い
、
及
び
信
者
を
教
化
育
成
す
る
こ
と
を
主
た

る
目
的
と
す
る
左
に
掲
げ
る
団
体
を
い
う
。 

一 

礼
拝
の
施
設
を
備
え
る
神
社
、
寺
院
、
教
会
、
修
道
院
そ
の
他
こ

れ
ら
に
類
す
る
団
体 

二 

前
号
に
掲
げ
る
団
体
を
包
括
す
る
教
派
、
宗
派
、
教
団
、
教
会
、

修
道
会
、
司
教
区
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
団
体 

（
境
内
建
物
及
び
境
内
地
の
定
義
） 

第
三
条 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
境
内
建
物
」
と
は
、
第
一
号
に
掲
げ
る

よ
う
な
宗
教
法
人
の
前
条
に
規
定
す
る
目
的
の
た
め
に
必
要
な
当
該

宗
教
法
人
に
固
有
の
建
物
及
び
工
作
物
を
い
い
、
「
境
内
地
」
と
は
、

第
二
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
よ
う
な
宗
教
法
人
の
同
条
に
規

定
す
る
目
的
の
た
め
に
必
要
な
当
該
宗
教
法
人
に
固
有
の
土
地
を
い

う
。 

一 

本
殿
、
拝
殿
、
本
堂
、
会
堂
、
僧
堂
、
僧
院
、
信
者
修
行
所
、
社

務
所
、
庫
裏
、
教
職
舎
、
宗
務
庁
、
教
務
院
、
教
団
事
務
所
そ
の
他

宗
教
法
人
の
前
条
に
規
定
す
る
目
的
の
た
め
に
供
さ
れ
る
建
物
及

び
工
作
物
（
附
属
の
建
物
及
び
工
作
物
を
含
む
。
） 

二

前
号
に
掲
げ
る
建
物
又
は
工
作
物
が
存
す
る
一
画
の
土
地
（
立
木

竹
そ
の
他
建
物
及
び
工
作
物
以
外
の
定
着
物
を
含
む
。
以
下
こ
の
条

に
お
い
て
同
じ
。
）

三 

参
道
と
し
て
用
い
ら
れ
る
土
地

四

宗
教
上
の
儀
式
行
事
を
行
う
た
め
に
用
い
ら
れ
る
土
地
（
神
せヽ

んヽ

田
、
仏
供
田
、
修
道
耕
牧
地
等
を
含
む
。
） 

五 

庭
園
、
山
林
そ
の
他
尊
厳
又
は
風
致
を
保
持
す
る
た
め
に
用
い
ら

れ
る
土
地 

六 
歴
史
、
古
記
等
に
よ
つ
て
密
接
な
縁
故
が
あ
る
土
地

参照条文 

参考資料４
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七

前
各
号
に
掲
げ
る
建
物
、
工
作
物
又
は
土
地
の
災
害
を
防
止
す
る

た
め
に
用
い
ら
れ
る
土
地 

（
法
人
格
） 

第
四
条 
宗
教
団
体
は
、
こ
の
法
律
に
よ
り
、
法
人
と
な
る
こ
と
が
で
き

る
。

２ 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
宗
教
法
人
」
と
は
、
こ
の
法
律
に
よ
り
法
人

と
な
つ
た
宗
教
団
体
を
い
う
。 

（
所
轄
庁
） 

第
五
条 

宗
教
法
人
の
所
轄
庁
は
、
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管

轄
す
る
都
道
府
県
知
事
と
す
る
。 

２

次
に
掲
げ
る
宗
教
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
所
轄
庁
は
、
前
項
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
文
部
科
学
大
臣
と
す
る
。 

一 

他
の
都
道
府
県
内
に
境
内
建
物
を
備
え
る
宗
教
法
人

二

前
号
に
掲
げ
る
宗
教
法
人
以
外
の
宗
教
法
人
で
あ
つ
て
同
号
に

掲
げ
る
宗
教
法
人
を
包
括
す
る
も
の 

三

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
他
の
都
道
府
県
内
に
あ
る
宗
教

法
人
を
包
括
す
る
宗
教
法
人 

（
公
益
事
業
そ
の
他
の
事
業
）

第
六
条 

宗
教
法
人
は
、
公
益
事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

２ 

宗
教
法
人
は
、
そ
の
目
的
に
反
し
な
い
限
り
、
公
益
事
業
以
外
の
事

業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
収
益
を
生
じ
た
と

き
は
、
こ
れ
を
当
該
宗
教
法
人
、
当
該
宗
教
法
人
を
包
括
す
る
宗
教
団

体
又
は
当
該
宗
教
法
人
が
援
助
す
る
宗
教
法
人
若
し
く
は
公
益
事
業

の
た
め
に
使
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
宗
教
法
人
の
住
所
） 

第
七
条 

宗
教
法
人
の
住
所
は
、
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
に
あ
る

も
の
と
す
る
。 

（
登
記
の
効
力
）

第
八
条

宗
教
法
人
は
、
第
七
章
第
一
節
の
規
定
に
よ
り
登
記
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、
登
記
に
因
り
効
力
を
生
ず
る
事
項
を

除
く
外
、
登
記
の
後
で
な
け
れ
ば
、
こ
れ
を
も
つ
て
第
三
者
に
対
抗
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

（
登
記
に
関
す
る
届
出
）

第
九
条 

宗
教
法
人
は
、
第
七
章
の
規
定
に
よ
る
登
記
（
所
轄
庁
の
嘱
託

に
よ
つ
て
す
る
登
記
を
除
く
。
）
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
登
記

事
項
証
明
書
を
添
え
て
、
そ
の
旨
を
所
轄
庁
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

（
宗
教
法
人
の
能
力
）

第
十
条 

宗
教
法
人
は
、
法
令
の
規
定
に
従
い
、
規
則
で
定
め
る
目
的
の

範
囲
内
に
お
い
て
、
権
利
を
有
し
、
義
務
を
負
う
。

（
宗
教
法
人
の
責
任
） 

第
十
一
条 

宗
教
法
人
は
、
代
表
役
員
そ
の
他
の
代
表
者
が
そ
の
職
務
を

行
う
に
つ
き
第
三
者
に
加
え
た
損
害
を
賠
償
す
る
責
任
を
負
う
。 

２

宗
教
法
人
の
目
的
の
範
囲
外
の
行
為
に
因
り
第
三
者
に
損
害
を
加

え
た
と
き
は
、
そ
の
行
為
を
し
た
代
表
役
員
そ
の
他
の
代
表
者
及
び
そ

の
事
項
の
決
議
に
賛
成
し
た
責
任
役
員
、
そ
の
代
務
者
又
は
仮
責
任
役

員
は
、
連
帯
し
て
そ
の
損
害
を
賠
償
す
る
責
任
を
負
う
。

第
二
章 

設
立 

（
設
立
の
手
続
） 

第
十
二
条

宗
教
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
左
に
掲
げ
る
事
項

を
記
載
し
た
規
則
を
作
成
し
、
そ
の
規
則
に
つ
い
て
所
轄
庁
の
認
証
を

受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

目
的 

二

名
称

三

事
務
所
の
所
在
地

四

設
立
し
よ
う
と
す
る
宗
教
法
人
を
包
括
す
る
宗
教
団
体
が
あ
る

場
合
に
は
、
そ
の
名
称
及
び
宗
教
法
人
非
宗
教
法
人
の
別 
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五

代
表
役
員
、
責
任
役
員
、
代
務
者
、
仮
代
表
役
員
及
び
仮
責
任
役

員
の
呼
称
、
資
格
及
び
任
免
並
び
に
代
表
役
員
に
つ
い
て
は
そ
の
任

期
及
び
職
務
権
限
、
責
任
役
員
に
つ
い
て
は
そ
の
員
数
、
任
期
及
び

職
務
権
限
、
代
務
者
に
つ
い
て
は
そ
の
職
務
権
限
に
関
す
る
事
項

六 

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
外
、
議
決
、
諮
問
、
監
査
そ
の
他
の
機
関

が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
機
関
に
関
す
る
事
項 

七 

第
六
条
の
規
定
に
よ
る
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、
そ
の
種
類
及
び

管
理
運
営
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、

収
益
処
分
の
方
法
を
含
む
。
）
に
関
す
る
事
項 

八 

基
本
財
産
、
宝
物
そ
の
他
の
財
産
の
設
定
、
管
理
及
び
処
分
（
第

二
十
三
条
但
書
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
関
す
る
事
項
を

定
め
た
場
合
に
は
、
そ
の
事
項
を
含
む
。
）
、
予
算
、
決
算
及
び
会
計

そ
の
他
の
財
務
に
関
す
る
事
項

九 

規
則
の
変
更
に
関
す
る
事
項

十

解
散
の
事
由
、
清
算
人
の
選
任
及
び
残
余
財
産
の
帰
属
に
関
す
る

事
項
を
定
め
た
場
合
に
は
、
そ
の
事
項 

十
一 

公
告
の
方
法 

十
二

第
五
号
か
ら
前
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
、
他
の
宗
教

団
体
を
制
約
し
、
又
は
他
の
宗
教
団
体
に
よ
つ
て
制
約
さ
れ
る
事
項

を
定
め
た
場
合
に
は
、
そ
の
事
項 

十
三

前
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
関
連
す
る
事
項
を
定
め
た
場
合
に

は
、
そ
の
事
項

２

宗
教
法
人
の
公
告
は
、
新
聞
紙
又
は
当
該
宗
教
法
人
の
機
関
紙
に
掲

載
し
、
当
該
宗
教
法
人
の
事
務
所
の
掲
示
場
に
掲
示
し
、
そ
の
他
当
該

宗
教
法
人
の
信
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
に
周
知
さ
せ
る
に
適
当
な

方
法
で
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

宗
教
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
る

認
証
申
請
の
少
く
と
も
一
月
前
に
、
信
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
に
対

し
、
規
則
の
案
の
要
旨
を
示
し
て
宗
教
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
旨

を
前
項
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
り
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
規
則
の
認
証
の
申
請
） 

第
十
三
条

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

は
、
認
証
申
請
書
及
び
規
則
二
通
に
左
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
こ

れ
を
所
轄
庁
に
提
出
し
、
そ
の
認
証
を
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

当
該
団
体
が
宗
教
団
体
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類 

二

前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類

三

認
証
の
申
請
人
が
当
該
団
体
を
代
表
す
る
権
限
を
有
す
る
こ
と

を
証
す
る
書
類 

四

代
表
役
員
及
び
定
数
の
過
半
数
に
当
る
責
任
役
員
に
就
任
を
予

定
さ
れ
て
い
る
者
の
受
諾
書 

（
規
則
の
認
証
）

第
十
四
条

所
轄
庁
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
申
請
を
受
理
し
た

場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
受
理
の
日
を
附
記
し
た
書
面
で
そ
の
旨
を
当

該
申
請
者
に
通
知
し
た
後
、
当
該
申
請
に
係
る
事
案
が
左
に
掲
げ
る
要

件
を
備
え
て
い
る
か
ど
う
か
を
審
査
し
、
こ
れ
ら
の
要
件
を
備
え
て
い

る
と
認
め
た
と
き
は
そ
の
規
則
を
認
証
す
る
旨
の
決
定
を
し
、
こ
れ
ら

の
要
件
を
備
え
て
い
な
い
と
認
め
た
と
き
又
は
そ
の
受
理
し
た
規
則

及
び
そ
の
添
附
書
類
の
記
載
に
よ
つ
て
は
こ
れ
ら
の
要
件
を
備
え
て

い
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
そ
の
規
則
を

認
証
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
旨
の
決
定
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一 

当
該
団
体
が
宗
教
団
体
で
あ
る
こ
と
。 

二

当
該
規
則
が
こ
の
法
律
そ
の
他
の
法
令
の
規
定
に
適
合
し
て
い

る
こ
と
。 

三 
当
該
設
立
の
手
続
が
第
十
二
条
の
規
定
に
従
つ
て
な
さ
れ
て
い

る
こ
と
。 

２

所
轄
庁
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
規
則
を
認
証
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
旨
の
決
定
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
申
請
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者
に
対
し
、
相
当
の
期
間
内
に
自
ら
又
は
そ
の
代
理
人
を
通
じ
て
意
見

を
述
べ
る
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 
第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
所
轄
庁
が
文
部
科
学
大
臣
で
あ
る
と
き

は
、
当
該
所
轄
庁
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
規
則
を
認
証
す
る
こ

と
が
で
き
な
い
旨
の
決
定
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
宗

教
法
人
審
議
会
に
諮
問
し
て
そ
の
意
見
を
聞
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

所
轄
庁
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
申
請
を
受
理
し
た
場
合
に

お
い
て
は
、
そ
の
申
請
を
受
理
し
た
日
か
ら
三
月
以
内
に
、
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
認
証
に
関
す
る
決
定
を
し
、
且
つ
、
認
証
す
る
旨
の
決
定

を
し
た
と
き
は
当
該
申
請
者
に
対
し
認
証
書
及
び
認
証
し
た
旨
を
附

記
し
た
規
則
を
交
付
し
、
認
証
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
旨
の
決
定
を
し

た
と
き
は
当
該
申
請
者
に
対
し
そ
の
理
由
を
附
記
し
た
書
面
で
そ
の

旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

所
轄
庁
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
に
関
す
る
決
定
を
す
る
に

当
り
、
当
該
申
請
者
に
対
し
第
十
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
以

外
の
事
項
を
規
則
に
記
載
す
る
こ
と
を
要
求
し
て
は
な
ら
な
い
。 

（
成
立
の
時
期
） 

第
十
五
条 

宗
教
法
人
は
、
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
に
お
い
て
設

立
の
登
記
を
す
る
こ
と
に
因
つ
て
成
立
す
る
。 

第
十
六
条
及
び
第
十
七
条 

削
除 

第
三
章 

管
理 

（
代
表
役
員
及
び
責
任
役
員
） 

第
十
八
条 

宗
教
法
人
に
は
、
三
人
以
上
の
責
任
役
員
を
置
き
、
そ
の
う

ち
一
人
を
代
表
役
員
と
す
る
。 

２ 

代
表
役
員
は
、
規
則
に
別
段
の
定
が
な
け
れ
ば
、
責
任
役
員
の
互
選

に
よ
つ
て
定
め
る
。 

３ 

代
表
役
員
は
、
宗
教
法
人
を
代
表
し
、
そ
の
事
務
を
総
理
す
る
。 

４ 

責
任
役
員
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
宗
教
法
人
の
事
務

を
決
定
す
る
。 

５ 

代
表
役
員
及
び
責
任
役
員
は
、
常
に
法
令
、
規
則
及
び
当
該
宗
教
法

人
を
包
括
す
る
宗
教
団
体
が
当
該
宗
教
法
人
と
協
議
し
て
定
め
た
規

程
が
あ
る
場
合
に
は
そ
の
規
程
に
従
い
、
更
に
こ
れ
ら
の
法
令
、
規
則

又
は
規
程
に
違
反
し
な
い
限
り
、
宗
教
上
の
規
約
、
規
律
、
慣
習
及
び

伝
統
を
十
分
に
考
慮
し
て
、
当
該
宗
教
法
人
の
業
務
及
び
事
業
の
適
切

な
運
営
を
は
か
り
、
そ
の
保
護
管
理
す
る
財
産
に
つ
い
て
は
、
い
や
し

く
も
こ
れ
を
他
の
目
的
に
使
用
し
、
又
は
濫
用
し
な
い
よ
う
に
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

６ 

代
表
役
員
及
び
責
任
役
員
の
宗
教
法
人
の
事
務
に
関
す
る
権
限
は
、

当
該
役
員
の
宗
教
上
の
機
能
に
対
す
る
い
か
な
る
支
配
権
そ
の
他
の

権
限
も
含
む
も
の
で
は
な
い
。 

（
事
務
の
決
定
） 

第
十
九
条 

規
則
に
別
段
の
定
が
な
け
れ
ば
、
宗
教
法
人
の
事
務
は
、
責

任
役
員
の
定
数
の
過
半
数
で
決
し
、
そ
の
責
任
役
員
の
議
決
権
は
、
各

々
平
等
と
す
る
。 

（
代
務
者
） 

第
二
十
条 

左
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
と
き
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
代
務
者
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

代
表
役
員
又
は
責
任
役
員
が
死
亡
そ
の
他
の
事
由
に
因
つ
て
欠

け
た
場
合
に
お
い
て
、
す
み
や
か
に
そ
の
後
任
者
を
選
ぶ
こ
と
が
で

き
な
い
と
き
。 

二 

代
表
役
員
又
は
責
任
役
員
が
病
気
そ
の
他
の
事
由
に
因
つ
て
三

月
以
上
そ
の
職
務
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。 

２ 

代
務
者
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
代
表
役
員
又
は
責
任

役
員
に
代
つ
て
そ
の
職
務
を
行
う
。 

（
仮
代
表
役
員
及
び
仮
責
任
役
員
） 

第
二
十
一
条 

代
表
役
員
は
、
宗
教
法
人
と
利
益
が
相
反
す
る
事
項
に
つ

い
て
は
、
代
表
権
を
有
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
規
則
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
仮
代
表
役
員
を
選
ば
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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２

責
任
役
員
は
、
そ
の
責
任
役
員
と
特
別
の
利
害
関
係
が
あ
る
事
項
に

つ
い
て
は
、
議
決
権
を
有
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
規
則
に
別

段
の
定
が
な
け
れ
ば
、
議
決
権
を
有
す
る
責
任
役
員
の
員
数
が
責
任
役

員
の
定
数
の
過
半
数
に
満
た
な
い
こ
と
と
な
つ
た
と
き
は
、
規
則
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
過
半
数
に
達
す
る
ま
で
の
員
数
以
上
の
仮

責
任
役
員
を
選
ば
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

仮
代
表
役
員
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
事
項
に
つ
い
て
当
該
代
表
役

員
に
代
つ
て
そ
の
職
務
を
行
い
、
仮
責
任
役
員
は
、
前
項
に
規
定
す
る

事
項
に
つ
い
て
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
責
任
役
員
に

代
つ
て
そ
の
職
務
を
行
う
。 

（
役
員
の
欠
格
）

第
二
十
二
条 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
代
表
役
員
、

責
任
役
員
、
代
務
者
、
仮
代
表
役
員
又
は
仮
責
任
役
員
と
な
る
こ
と
が

で
き
な
い
。 

一 

未
成
年
者

二

心
身
の
故
障
に
よ
り
そ
の
職
務
を
行
う
に
当
た
つ
て
必
要
と
な

る
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

三

拘
禁
刑
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
る
ま
で
又
は

執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の
者 

（
財
産
処
分
等
の
公
告
） 

第
二
十
三
条 

宗
教
法
人
（
宗
教
団
体
を
包
括
す
る
宗
教
法
人
を
除
く
。

）
は
、
左
に
掲
げ
る
行
為
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
規
則
で
定
め
る

と
こ
ろ
（
規
則
に
別
段
の
定
が
な
い
と
き
は
、
第
十
九
条
の
規
定
）
に

よ
る
外
、
そ
の
行
為
の
少
く
と
も
一
月
前
に
、
信
者
そ
の
他
の
利
害
関

係
人
に
対
し
、
そ
の
行
為
の
要
旨
を
示
し
て
そ
の
旨
を
公
告
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
但
し
、
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
行
為
が
緊

急
の
必
要
に
基
く
も
の
で
あ
り
、
又
は
軽
微
の
も
の
で
あ
る
場
合
及
び

第
五
号
に
掲
げ
る
行
為
が
一
時
の
期
間
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。 

一

不
動
産
又
は
財
産
目
録
に
掲
げ
る
宝
物
を
処
分
し
、
又
は
担
保
に

供
す
る
こ
と
。 

二

借
入
（
当
該
会
計
年
度
内
の
収
入
で
償
還
す
る
一
時
の
借
入
を
除

く
。
）
又
は
保
証
を
す
る
こ
と
。 

三 

主
要
な
境
内
建
物
の
新
築
、
改
築
、
増
築
、
移
築
、
除
却
又
は
著

し
い
模
様
替
を
す
る
こ
と
。 

四 

境
内
地
の
著
し
い
模
様
替
を
す
る
こ
と
。

五

主
要
な
境
内
建
物
の
用
途
若
し
く
は
境
内
地
の
用
途
を
変
更
し
、

又
は
こ
れ
ら
を
当
該
宗
教
法
人
の
第
二
条
に
規
定
す
る
目
的
以
外

の
目
的
の
た
め
に
供
す
る
こ
と
。 

（
行
為
の
無
効
） 

第
二
十
四
条 

宗
教
法
人
の
境
内
建
物
若
し
く
は
境
内
地
で
あ
る
不
動

産
又
は
財
産
目
録
に
掲
げ
る
宝
物
に
つ
い
て
、
前
条
の
規
定
に
違
反
し

て
し
た
行
為
は
、
無
効
と
す
る
。
但
し
、
善
意
の
相
手
方
又
は
第
三
者

に
対
し
て
は
、
そ
の
無
効
を
も
つ
て
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

（
財
産
目
録
等
の
作
成
、
備
付
け
、
閲
覧
及
び
提
出
） 

第
二
十
五
条 

宗
教
法
人
は
、
そ
の
設
立
（
合
併
に
因
る
設
立
を
含
む
。

）
の
時
に
財
産
目
録
を
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
三
月
以
内
に
財
産
目
録

及
び
収
支
計
算
書
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２

宗
教
法
人
の
事
務
所
に
は
、
常
に
次
に
掲
げ
る
書
類
及
び
帳
簿
を
備

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

規
則
及
び
認
証
書 

二

役
員
名
簿 

三

財
産
目
録
及
び
収
支
計
算
書
並
び
に
貸
借
対
照
表
を
作
成
し
て

い
る
場
合
に
は
貸
借
対
照
表 

四 
境
内
建
物
（
財
産
目
録
に
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
に

関
す
る
書
類 

五

責
任
役
員
そ
の
他
規
則
で
定
め
る
機
関
の
議
事
に
関
す
る
書
類

及
び
事
務
処
理
簿 
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六 

第
六
条
の
規
定
に
よ
る
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、
そ
の
事
業
に
関

す
る
書
類 

３ 
宗
教
法
人
は
、
信
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
で
あ
つ
て
前
項
の
規
定

に
よ
り
当
該
宗
教
法
人
の
事
務
所
に
備
え
ら
れ
た
同
項
各
号
に
掲
げ

る
書
類
又
は
帳
簿
を
閲
覧
す
る
こ
と
に
つ
い
て
正
当
な
利
益
が
あ
り
、

か
つ
、
そ
の
閲
覧
の
請
求
が
不
当
な
目
的
に
よ
る
も
の
で
な
い
と
認
め

ら
れ
る
者
か
ら
請
求
が
あ
つ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
閲
覧
さ
せ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

４ 

宗
教
法
人
は
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
四
月
以
内
に
、
第
二
項
の
規
定

に
よ
り
当
該
宗
教
法
人
の
事
務
所
に
備
え
ら
れ
た
同
項
第
二
号
か
ら

第
四
号
ま
で
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類
の
写
し
を
所
轄
庁
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

所
轄
庁
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
書
類
を
取
り
扱
う
場

合
に
お
い
て
は
、
宗
教
法
人
の
宗
教
上
の
特
性
及
び
慣
習
を
尊
重
し
、

信
教
の
自
由
を
妨
げ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
特
に
留
意
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

第
四
章 

規
則
の
変
更 

（
規
則
の
変
更
の
手
続
） 

第
二
十
六
条 

宗
教
法
人
は
、
規
則
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
規

則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
そ
の
変
更
の
た
め
の
手
続
を
し
、
そ
の
規

則
の
変
更
に
つ
い
て
所
轄
庁
の
認
証
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
宗
教
法
人
が
当
該
宗
教
法
人
を
包
括
す
る
宗
教
団

体
と
の
関
係
（
以
下
「
被
包
括
関
係
」
と
い
う
。
）
を
廃
止
し
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
当
該
関
係
の
廃
止
に
係
る
規
則
の
変
更
に
関
し
当
該
宗

教
法
人
の
規
則
中
に
当
該
宗
教
法
人
を
包
括
す
る
宗
教
団
体
が
一
定

の
権
限
を
有
す
る
旨
の
定
が
あ
る
場
合
で
も
、
そ
の
権
限
に
関
す
る
規

則
の
規
定
に
よ
る
こ
と
を
要
し
な
い
も
の
と
す
る
。 

２ 

宗
教
法
人
は
、
被
包
括
関
係
の
設
定
又
は
廃
止
に
係
る
規
則
の
変
更

を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
二
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
認
証
申
請
の

少
く
と
も
二
月
前
に
、
信
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
に
対
し
、
当
該
規

則
の
変
更
の
案
の
要
旨
を
示
し
て
そ
の
旨
を
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

３ 

宗
教
法
人
は
、
被
包
括
関
係
の
設
定
又
は
廃
止
に
係
る
規
則
の
変
更

を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
関
係
を
設
定
し
よ
う
と
す
る
場
合
に

は
第
二
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
認
証
申
請
前
に
当
該
関
係
を
設
定
し

よ
う
と
す
る
宗
教
団
体
の
承
認
を
受
け
、
当
該
関
係
を
廃
止
し
よ
う
と

す
る
場
合
に
は
前
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
と
同
時
に
当
該
関
係
を
廃

止
し
よ
う
と
す
る
宗
教
団
体
に
対
し
そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

４ 

宗
教
団
体
は
、
そ
の
包
括
す
る
宗
教
法
人
の
当
該
宗
教
団
体
と
の
被

包
括
関
係
の
廃
止
に
係
る
規
則
の
変
更
の
手
続
が
前
三
項
の
規
定
に

違
反
す
る
と
認
め
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
そ
の
包
括
す
る
宗
教
法
人
の

所
轄
庁
及
び
文
部
科
学
大
臣
に
通
知
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
規
則
の
変
更
の
認
証
の
申
請
） 

第
二
十
七
条 

宗
教
法
人
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
認
証
申
請
書
及
び
そ
の
変
更
し
よ
う
と
す
る
事

項
を
示
す
書
類
二
通
に
左
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
こ
れ
を
所
轄
庁

に
提
出
し
、
そ
の
認
証
を
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

規
則
の
変
更
の
決
定
に
つ
い
て
規
則
で
定
め
る
手
続
を
経
た
こ

と
を
証
す
る
書
類 

二 

規
則
の
変
更
が
被
包
括
関
係
の
設
定
に
係
る
場
合
に
は
、
前
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し
、
及
び
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る

承
認
を
受
け
た
こ
と
を
証
す
る
書
類 

三 

規
則
の
変
更
が
被
包
括
関
係
の
廃
止
に
係
る
場
合
に
は
、
前
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
及
び
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
通
知

を
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類 

（
規
則
の
変
更
の
認
証
） 
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第
二
十
八
条 

所
轄
庁
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
申
請
を
受
理
し

た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
受
理
の
日
を
附
記
し
た
書
面
で
そ
の
旨
を

当
該
宗
教
法
人
に
通
知
し
た
後
、
当
該
申
請
に
係
る
事
案
が
左
に
掲
げ

る
要
件
を
備
え
て
い
る
か
ど
う
か
を
審
査
し
、
第
十
四
条
第
一
項
の
規

定
に
準
じ
当
該
規
則
の
変
更
の
認
証
に
関
す
る
決
定
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

一 

そ
の
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
が
こ
の
法
律
そ
の
他
の
法
令
の

規
定
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
。 

二 

そ
の
変
更
の
手
続
が
第
二
十
六
条
の
規
定
に
従
つ
て
な
さ
れ
て

い
る
こ
と
。 

２ 

第
十
四
条
第
二
項
か
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ

る
認
証
に
関
す
る
決
定
の
場
合
に
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

同
条
第
四
項
中
「
認
証
し
た
旨
を
附
記
し
た
規
則
」
と
あ
る
の
は
、
「

認
証
し
た
旨
を
附
記
し
た
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
を
示
す
書
類
」
と

読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

第
二
十
九
条 

削
除 

（
規
則
の
変
更
の
時
期
） 

第
三
十
条 

宗
教
法
人
の
規
則
の
変
更
は
、
当
該
規
則
の
変
更
に
関
す
る

認
証
書
の
交
付
に
因
つ
て
そ
の
効
力
を
生
ず
る
。 

（
合
併
に
伴
う
場
合
の
特
例
） 

第
三
十
一
条 

合
併
に
伴
い
合
併
後
存
続
す
る
宗
教
法
人
が
規
則
を
変

更
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
規
則
の
変
更
に
関
し
て
は
、
こ
の
章

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
第
五
章
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

第
五
章 

合
併 

（
合
併
） 

第
三
十
二
条 

二
以
上
の
宗
教
法
人
は
、
合
併
し
て
一
の
宗
教
法
人
と
な

る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
合
併
の
手
続
） 

第
三
十
三
条 

宗
教
法
人
は
、
合
併
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
三
十
四

条
か
ら
第
三
十
七
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
手
続
を
し
た
後
、
そ
の
合
併

に
つ
い
て
所
轄
庁
の
認
証
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
三
十
四
条 

宗
教
法
人
は
、
合
併
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
規
則
で
定

め
る
と
こ
ろ
（
規
則
に
別
段
の
定
が
な
い
と
き
は
、
第
十
九
条
の
規
定

）
に
よ
る
外
、
信
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
に
対
し
、
合
併
契
約
の
案

の
要
旨
を
示
し
て
そ
の
旨
を
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

合
併
し
よ
う
と
す
る
宗
教
法
人
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し

た
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
財
産
目
録
及
び
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
事

業
を
行
う
場
合
に
は
そ
の
事
業
に
係
る
貸
借
対
照
表
を
作
成
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

合
併
し
よ
う
と
す
る
宗
教
法
人
は
、
前
項
の
期
間
内
に
、
そ
の
債
権

者
に
対
し
合
併
に
異
議
が
あ
れ
ば
そ
の
公
告
の
日
か
ら
二
月
を
下
ら

な
い
一
定
の
期
間
内
に
こ
れ
を
申
し
述
べ
る
べ
き
旨
を
公
告
し
、
且
つ

、
知
れ
て
い
る
債
権
者
に
は
各
別
に
催
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

合
併
し
よ
う
と
す
る
宗
教
法
人
は
、
債
権
者
が
前
項
の
期
間
内
に
異

議
を
申
し
述
べ
た
と
き
は
、
こ
れ
に
弁
済
を
し
、
若
し
く
は
相
当
の
担

保
を
供
し
、
又
は
そ
の
債
権
者
に
弁
済
を
受
け
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
信
託
会
社
若
し
く
は
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
に
相
当
の
財

産
を
信
託
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
合
併
を
し
て
も
そ
の
債

権
者
を
害
す
る
お
そ
れ
が
な
い
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

第
三
十
五
条 

合
併
に
因
つ
て
一
の
宗
教
法
人
が
存
続
し
他
の
宗
教
法

人
が
解
散
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
合
併
に
伴
い
規
則
の

変
更
を
必
要
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
合
併
後
存
続
し
よ
う
と
す
る
宗
教

法
人
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
変
更
の
た
め
の
手
続

を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

合
併
に
因
つ
て
宗
教
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て

は
、
そ
の
合
併
し
よ
う
と
す
る
各
宗
教
法
人
が
選
任
し
た
者
は
、
共
同
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し
て
第
十
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
準
じ
規
則
を
作
成
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 
前
項
に
規
定
す
る
各
宗
教
法
人
が
選
任
し
た
者
は
、
第
三
十
八
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
申
請
の
少
く
と
も
二
月
前
に
、
信
者
そ
の
他

の
利
害
関
係
人
に
対
し
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
規
則
の
案
の

要
旨
を
示
し
て
合
併
に
因
つ
て
宗
教
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
旨

を
第
十
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
り
公
告
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

第
三
十
六
条

第
二
十
六
条
第
一
項
後
段
及
び
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま

で
の
規
定
は
、
合
併
し
よ
う
と
す
る
宗
教
法
人
が
当
該
合
併
に
伴
い
被

包
括
関
係
を
設
定
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
準
用
す
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
左
の
各
号
に
掲
げ
る
同
条
各
項
中
の
字
句
は
、

当
該
各
号
に
掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

一 

第
一
項
後
段
中
「
当
該
関
係
の
廃
止
に
係
る
規
則
の
変
更
」
と
あ

る
の
は
「
当
該
関
係
の
廃
止
に
係
る
規
則
の
変
更
そ
の
他
当
該
関
係

の
廃
止
」 

二

第
二
項
中
「
第
二
十
七
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
八
条
第
一
項

」
、「
当
該
規
則
の
変
更
の
案
」
と
あ
る
の
は
「
被
包
括
関
係
の
設
定

又
は
廃
止
に
関
す
る
事
項
」 

三

第
三
項
中
「
第
二
十
七
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
八
条
第
一
項

」
、
「
前
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
四
条
第
一
項
」 

四 

第
四
項
中
「
被
包
括
関
係
の
廃
止
に
係
る
規
則
の
変
更
の
手
続
」

と
あ
る
の
は
「
被
包
括
関
係
の
廃
止
を
伴
う
合
併
の
手
続
」
、「
前
三

項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
四
条
か
ら
第
三
十
七
条
ま
で
」 

第
三
十
七
条 

合
併
に
伴
い
第
三
十
五
条
第
三
項
又
は
前
条
に
お
い
て

準
用
す
る
第
二
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
公
告
は
、
第
三
十
四
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
公
告
と
あ
わ
せ
て
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
第
三
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
他
の
公
告
と
あ

わ
せ
て
す
る
と
き
は
、
合
併
し
よ
う
と
す
る
宗
教
法
人
と
同
項
に
規
定

す
る
各
宗
教
法
人
が
選
任
し
た
者
と
が
共
同
し
て
当
該
公
告
を
す
る

も
の
と
す
る
。 

（
合
併
の
認
証
の
申
請
）

第
三
十
八
条 

宗
教
法
人
は
、
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
認
証
を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
認
証
申
請
書
及
び
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定

に
該
当
す
る
場
合
に
は
そ
の
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
を
示
す
書
類

二
通
に
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
そ
の
規
則
二
通

に
、
左
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
こ
れ
を
所
轄
庁
に
提
出
し
、
そ
の

認
証
を
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

合
併
の
決
定
に
つ
い
て
規
則
で
定
め
る
手
続
（
規
則
に
別
段
の
定

が
な
い
と
き
は
、
第
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
手
続
）
を
経
た
こ
と
を

証
す
る
書
類 

二

第
三
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し
た
こ
と
を
証
す

る
書
類 

三

第
三
十
四
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
手
続
を

経
た
こ
と
を
証
す
る
書
類 

四

第
三
十
五
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に

は
、
同
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
手
続
を
経
た
こ
と
を

証
す
る
書
類 

五

第
三
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
合
併
後
成

立
す
る
団
体
が
宗
教
団
体
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類 

六

第
三
十
五
条
第
三
項
又
は
第
三
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
第

二
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

場
合
に
は
、
当
該
公
告
を
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類 

七 
合
併
に
伴
い
被
包
括
関
係
を
設
定
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る

場
合
に
は
、
第
三
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
第
二
十
六
条
第
三
項

の
規
定
に
よ
る
承
認
を
受
け
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
し

た
こ
と
を
証
す
る
書
類
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２

前
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
申
請
は
、
合
併
し
よ
う
と
す
る
各
宗
教

法
人
の
連
名
で
す
る
も
の
と
し
、
こ
れ
ら
の
宗
教
法
人
の
所
轄
庁
が
異

な
る
場
合
に
は
、
合
併
後
存
続
し
よ
う
と
す
る
宗
教
法
人
又
は
合
併
に

因
つ
て
設
立
し
よ
う
と
す
る
宗
教
法
人
の
所
轄
庁
を
も
つ
て
当
該
認

証
を
申
請
す
べ
き
所
轄
庁
と
す
る
。 

（
合
併
の
認
証
） 

第
三
十
九
条 

所
轄
庁
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
申
請
を

受
理
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
受
理
の
日
を
附
記
し
た
書
面
で
そ

の
旨
を
当
該
宗
教
法
人
に
通
知
し
た
後
、
当
該
申
請
に
係
る
事
案
が
左

に
掲
げ
る
要
件
を
備
え
て
い
る
か
ど
う
か
を
審
査
し
、
第
十
四
条
第
一

項
の
規
定
に
準
じ
当
該
合
併
の
認
証
に
関
す
る
決
定
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

一 

当
該
合
併
の
手
続
が
第
三
十
四
条
か
ら
第
三
十
七
条
ま
で
の
規

定
に
従
つ
て
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
。 

二

当
該
合
併
が
第
三
十
五
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
該
当

す
る
場
合
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
又
は
規

則
が
こ
の
法
律
そ
の
他
の
法
令
の
規
定
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
。

三

当
該
合
併
が
第
三
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に

は
、
当
該
合
併
後
成
立
す
る
団
体
が
宗
教
団
体
で
あ
る
こ
と
。

２

第
十
四
条
第
二
項
か
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ

る
認
証
に
関
す
る
決
定
の
場
合
に
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

同
条
第
四
項
中
「
認
証
し
た
旨
を
附
記
し
た
規
則
」
と
あ
る
の
は
、
「

当
該
合
併
が
第
三
十
五
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
該
当
す
る

場
合
に
は
認
証
し
た
旨
を
附
記
し
た
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
を
示

す
書
類
又
は
規
則
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

３

第
一
項
又
は
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
四
条
第
四
項
の
規
定

に
よ
る
宗
教
法
人
に
対
す
る
所
轄
庁
の
通
知
及
び
認
証
書
等
の
交
付

は
、
当
該
認
証
を
申
請
し
た
宗
教
法
人
の
う
ち
の
一
に
対
し
て
す
れ
ば

足
り
る
。 

第
四
十
条

削
除

（
合
併
の
時
期
）

第
四
十
一
条 

宗
教
法
人
の
合
併
は
、
合
併
後
存
続
す
る
宗
教
法
人
又
は

合
併
に
よ
つ
て
設
立
す
る
宗
教
法
人
が
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在

地
に
お
い
て
第
五
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
登
記
を
す
る
こ
と
に
よ
つ

て
そ
の
効
力
を
生
ず
る
。

（
合
併
の
効
果
） 

第
四
十
二
条 

合
併
後
存
続
す
る
宗
教
法
人
又
は
合
併
に
因
つ
て
設
立

し
た
宗
教
法
人
は
、
合
併
に
因
つ
て
解
散
し
た
宗
教
法
人
の
権
利
義
務

（
当
該
宗
教
法
人
が
第
六
条
の
規
定
に
よ
り
行
う
事
業
に
関
し
行
政

庁
の
許
可
、
認
可
そ
の
他
の
処
分
に
基
い
て
有
す
る
権
利
義
務
を
含
む

。
）
を
承
継
す
る
。 

第
六
章 

解
散

（
解
散
の
事
由
） 

第
四
十
三
条 

宗
教
法
人
は
、
任
意
に
解
散
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２ 

宗
教
法
人
は
、
前
項
の
場
合
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
由
に
よ
つ
て

解
散
す
る
。 

一 

規
則
で
定
め
る
解
散
事
由
の
発
生

二

合
併
（
合
併
後
存
続
す
る
宗
教
法
人
に
お
け
る
当
該
合
併
を
除
く

。
） 

三

破
産
手
続
開
始
の
決
定

四

第
八
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
所
轄
庁
の
認
証
の
取
消
し

五

第
八
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判
所
の
解
散
命
令

六

宗
教
団
体
を
包
括
す
る
宗
教
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
包
括
す
る

宗
教
団
体
の
欠
亡 

３

宗
教
法
人
は
、
前
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
由
に
因
つ
て
解
散
し
た
と

き
は
、
遅
滞
な
く
そ
の
旨
を
所
轄
庁
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
任
意
解
散
の
手
続
）
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第
四
十
四
条

宗
教
法
人
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
を
し
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
手
続
を
し
た

後
、
そ
の
解
散
に
つ
い
て
所
轄
庁
の
認
証
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。 

２

宗
教
法
人
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
を
し
よ
う
と
す
る

と
き
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
（
規
則
に
別
段
の
定
が
な
い
と
き
は

、
第
十
九
条
の
規
定
）
に
よ
る
外
、
信
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
に
対

し
、
解
散
に
意
見
が
あ
れ
ば
そ
の
公
告
の
日
か
ら
二
月
を
下
ら
な
い
一

定
の
期
間
内
に
こ
れ
を
申
し
述
べ
る
べ
き
旨
を
公
告
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

３ 

宗
教
法
人
は
、
信
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
が
前
項
の
期
間
内
に
そ

の
意
見
を
申
し
述
べ
た
と
き
は
、
そ
の
意
見
を
十
分
に
考
慮
し
て
、
そ

の
解
散
の
手
続
を
進
め
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
再
検
討
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

（
任
意
解
散
の
認
証
の
申
請
）

第
四
十
五
条 

宗
教
法
人
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
認
証
申
請
書
に
左
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、

こ
れ
を
所
轄
庁
に
提
出
し
、
そ
の
認
証
を
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。 一

解
散
の
決
定
に
つ
い
て
規
則
で
定
め
る
手
続
（
規
則
に
別
段
の
定

が
な
い
と
き
は
、
第
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
手
続
）
を
経
た
こ
と
を

証
す
る
書
類 

二

前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類

（
任
意
解
散
の
認
証
） 

第
四
十
六
条 

所
轄
庁
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
申
請
を
受
理
し

た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
受
理
の
日
を
附
記
し
た
書
面
で
そ
の
旨
を

当
該
宗
教
法
人
に
通
知
し
た
後
、
当
該
申
請
に
係
る
解
散
の
手
続
が
第

四
十
四
条
の
規
定
に
従
つ
て
な
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
を
審
査
し
、
第

十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
準
じ
当
該
解
散
の
認
証
に
関
す
る
決
定
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２ 

第
十
四
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ

る
認
証
に
関
す
る
決
定
の
場
合
に
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

同
条
第
四
項
中
「
認
証
書
及
び
認
証
し
た
旨
を
附
記
し
た
規
則
」
と
あ

る
の
は
、
「
認
証
書
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

（
任
意
解
散
の
時
期
）

第
四
十
七
条 

宗
教
法
人
の
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散

は
、
当
該
解
散
に
関
す
る
認
証
書
の
交
付
に
よ
つ
て
そ
の
効
力
を
生
ず

る
。 

（
破
産
手
続
の
開
始
）

第
四
十
八
条 

宗
教
法
人
が
そ
の
債
務
に
つ
き
そ
の
財
産
を
も
つ
て
完

済
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
つ
た
場
合
に
は
、
裁
判
所
は
、
代
表
役
員

若
し
く
は
そ
の
代
務
者
若
し
く
は
債
権
者
の
申
立
て
に
よ
り
又
は
職

権
で
、
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
す
る
。

２

前
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
代
表
役
員
又
は
そ
の
代
務
者
は
、
直

ち
に
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
清
算
中
の
宗
教
法
人
の
能
力
） 

第
四
十
八
条
の
二 

解
散
し
た
宗
教
法
人
は
、
清
算
の
目
的
の
範
囲
内
に

お
い
て
、
そ
の
清
算
の
結
了
に
至
る
ま
で
は
な
お
存
続
す
る
も
の
と
み

な
す
。 

（
清
算
人
）

第
四
十
九
条 

宗
教
法
人
が
解
散
（
合
併
及
び
破
産
手
続
開
始
の
決
定
に

よ
る
解
散
を
除
く
。
）
し
た
と
き
は
、
規
則
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場

合
及
び
解
散
に
際
し
代
表
役
員
又
は
そ
の
代
務
者
以
外
の
者
を
清
算

人
に
選
任
し
た
場
合
を
除
く
ほ
か
、
代
表
役
員
又
は
そ
の
代
務
者
が
清

算
人
と
な
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
清
算
人
と
な
る
者
が
な
い
と
き
、
又
は
清
算
人

が
欠
け
た
た
め
損
害
を
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
裁
判
所
は
、
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利
害
関
係
人
若
し
く
は
検
察
官
の
請
求
に
よ
り
又
は
職
権
で
、
清
算
人

を
選
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 
宗
教
法
人
が
第
四
十
三
条
第
二
項
第
四
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る

事
由
に
よ
つ
て
解
散
し
た
と
き
は
、
裁
判
所
は
、
前
二
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
所
轄
庁
、
利
害
関
係
人
若
し
く
は
検
察
官
の
請
求
に
よ
り

又
は
職
権
で
、
清
算
人
を
選
任
す
る
。 

４ 

第
二
十
二
条
の
規
定
は
、
宗
教
法
人
の
清
算
人
に
準
用
す
る
。 

５ 

重
要
な
事
由
が
あ
る
と
き
は
、
裁
判
所
は
、
利
害
関
係
人
若
し
く
は

検
察
官
の
請
求
に
よ
り
又
は
職
権
で
、
清
算
人
を
解
任
す
る
こ
と
が
で

き
る
。 

６ 

宗
教
法
人
の
責
任
役
員
及
び
そ
の
代
務
者
は
、
規
則
に
別
段
の
定
め

が
な
け
れ
ば
、
宗
教
法
人
の
解
散
に
よ
つ
て
退
任
す
る
も
の
と
す
る
。

宗
教
法
人
の
代
表
役
員
又
は
そ
の
代
務
者
で
清
算
人
と
な
ら
な
か
つ

た
も
の
に
つ
い
て
も
、
ま
た
同
様
と
す
る
。 

７ 

第
三
項
の
規
定
に
該
当
す
る
と
き
は
、
宗
教
法
人
の
代
表
役
員
、
責

任
役
員
及
び
代
務
者
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
解
散
に

よ
つ
て
退
任
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
清
算
人
の
職
務
及
び
権
限
） 

第
四
十
九
条
の
二 

清
算
人
の
職
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

一 

現
務
の
結
了 

二 

債
権
の
取
立
て
及
び
債
務
の
弁
済 

三 

残
余
財
産
の
引
渡
し 

２ 

清
算
人
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
職
務
を
行
う
た
め
に
必
要
な
一
切

の
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
債
権
の
申
出
の
催
告
等
） 

第
四
十
九
条
の
三 

清
算
人
は
、
そ
の
就
職
の
日
か
ら
二
月
以
内
に
、
少

な
く
と
も
三
回
の
公
告
を
も
つ
て
、
債
権
者
に
対
し
、
一
定
の
期
間
内

に
そ
の
債
権
の
申
出
を
す
べ
き
旨
の
催
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
期
間
は
、
二
月
を
下
る
こ
と
が
で
き
な
い

。 

２ 

前
項
の
公
告
に
は
、
債
権
者
が
そ
の
期
間
内
に
申
出
を
し
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
さ
れ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た

だ
し
、
清
算
人
は
、
知
れ
て
い
る
債
権
者
を
除
斥
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
。 

３ 

清
算
人
は
、
知
れ
て
い
る
債
権
者
に
は
、
各
別
に
そ
の
申
出
の
催
告

を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

第
一
項
の
公
告
は
、
官
報
に
掲
載
し
て
す
る
。 

（
期
間
経
過
後
の
債
権
の
申
出
） 

第
四
十
九
条
の
四 

前
条
第
一
項
の
期
間
の
経
過
後
に
申
出
を
し
た
債

権
者
は
、
宗
教
法
人
の
債
務
が
完
済
さ
れ
た
後
ま
だ
権
利
の
帰
属
す
べ

き
者
に
引
き
渡
さ
れ
て
い
な
い
財
産
に
対
し
て
の
み
、
請
求
を
す
る
こ

と
が
で
き
る
。 

（
清
算
中
の
宗
教
法
人
に
つ
い
て
の
破
産
手
続
の
開
始
） 

第
四
十
九
条
の
五 

清
算
中
に
宗
教
法
人
の
財
産
が
そ
の
債
務
を
完
済

す
る
の
に
足
り
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
つ
た
と
き
は
、
清
算
人
は
、

直
ち
に
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
し
、
そ
の
旨
を
公
告
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

２ 

清
算
人
は
、
清
算
中
の
宗
教
法
人
が
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け

た
場
合
に
お
い
て
、
破
産
管
財
人
に
そ
の
事
務
を
引
き
継
い
だ
と
き
は

、
そ
の
任
務
を
終
了
し
た
も
の
と
す
る
。 

３ 

前
項
に
規
定
す
る
場
合
に
お
い
て
、
清
算
中
の
宗
教
法
人
が
既
に
債

権
者
に
支
払
い
、
又
は
権
利
の
帰
属
す
べ
き
者
に
引
き
渡
し
た
も
の
が

あ
る
と
き
は
、
破
産
管
財
人
は
、
こ
れ
を
取
り
戻
す
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
は
、
官
報
に
掲
載
し
て
す
る
。 

（
裁
判
所
の
選
任
す
る
清
算
人
の
報
酬
） 

第
四
十
九
条
の
六 

裁
判
所
は
、
第
四
十
九
条
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規

定
に
よ
り
清
算
人
を
選
任
し
た
場
合
に
は
、
宗
教
法
人
が
当
該
清
算
人
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に
対
し
て
支
払
う
報
酬
の
額
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
は
、
裁
判
所
は
、
当
該
清
算
人
（
当
該
宗
教
法
人
の
規
則
で
当

該
宗
教
法
人
の
財
産
の
状
況
及
び
役
員
の
職
務
の
執
行
の
状
況
を
監

査
す
る
機
関
を
置
く
旨
が
定
め
ら
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
清
算
人
及

び
当
該
監
査
の
機
関
）
の
陳
述
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
残
余
財
産
の
処
分
） 

第
五
十
条 

解
散
し
た
宗
教
法
人
の
残
余
財
産
の
処
分
は
、
合
併
及
び
破

産
手
続
開
始
の
決
定
に
よ
る
解
散
の
場
合
を
除
く
ほ
か
、
規
則
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

２ 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
規
則
に
そ
の
定
が
な
い
と
き
は
、
他
の
宗

教
団
体
又
は
公
益
事
業
の
た
め
に
そ
の
財
産
を
処
分
す
る
こ
と
が
で

き
る
。 

３ 

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
処
分
さ
れ
な
い
財
産
は
、
国
庫
に
帰
属
す
る

。 （
裁
判
所
に
よ
る
監
督
） 

第
五
十
一
条 

宗
教
法
人
の
解
散
及
び
清
算
は
、
裁
判
所
の
監
督
に
属
す

る
。 

２ 

裁
判
所
は
、
職
権
で
、
い
つ
で
も
前
項
の
監
督
に
必
要
な
検
査
を
す

る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

裁
判
所
は
、
第
一
項
の
監
督
に
必
要
な
調
査
を
さ
せ
る
た
め
、
検
査

役
を
選
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

第
四
十
九
条
の
六
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
裁
判
所
が
検
査

役
を
選
任
し
た
場
合
に
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
中
「

清
算
人
（
当
該
宗
教
法
人
の
規
則
で
当
該
宗
教
法
人
の
財
産
の
状
況
及

び
役
員
の
職
務
の
執
行
の
状
況
を
監
査
す
る
機
関
を
置
く
旨
が
定
め

ら
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
清
算
人
及
び
当
該
監
査
の
機
関
）
」
と
あ

る
の
は
、
「
宗
教
法
人
及
び
検
査
役
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

５ 

宗
教
法
人
の
解
散
及
び
清
算
を
監
督
す
る
裁
判
所
は
、
所
轄
庁
に
対

し
、
意
見
を
求
め
、
又
は
調
査
を
嘱
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

６ 

前
項
に
規
定
す
る
所
轄
庁
は
、
同
項
に
規
定
す
る
裁
判
所
に
対
し
、

意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
解
散
及
び
清
算
の
監
督
等
に
関
す
る
事
件
の
管
轄
） 

第
五
十
一
条
の
二 

宗
教
法
人
の
解
散
及
び
清
算
の
監
督
並
び
に
清
算

人
に
関
す
る
事
件
は
、
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
地

方
裁
判
所
の
管
轄
に
属
す
る
。 

第
五
十
一
条
の
三 

削
除 

（
不
服
申
立
て
の
制
限
） 

第
五
十
一
条
の
四 

清
算
人
又
は
検
査
役
の
選
任
の
裁
判
に
対
し
て
は
、

不
服
を
申
し
立
て
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

第
七
章 

登
記 

第
一
節 

宗
教
法
人
の
登
記 

（
設
立
の
登
記
） 

第
五
十
二
条 

宗
教
法
人
の
設
立
の
登
記
は
、
規
則
の
認
証
書
の
交
付
を

受
け
た
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
に
お
い
て

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

設
立
の
登
記
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
登
記
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

一 

目
的
（
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、
そ
の
事

業
の
種
類
を
含
む
。
） 

二 

名
称 

三 

事
務
所
の
所
在
場
所 

四 

当
該
宗
教
法
人
を
包
括
す
る
宗
教
団
体
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の

名
称
及
び
宗
教
法
人
非
宗
教
法
人
の
別 

五 

基
本
財
産
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
総
額 

六 
代
表
権
を
有
す
る
者
の
氏
名
、
住
所
及
び
資
格 

七 
規
則
で
境
内
建
物
若
し
く
は
境
内
地
で
あ
る
不
動
産
又
は
財
産

目
録
に
掲
げ
る
宝
物
に
係
る
第
二
十
三
条
第
一
号
に
掲
げ
る
行
為

に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
場
合
に
は
、
そ
の
事
項 
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八 

規
則
で
解
散
の
事
由
を
定
め
た
場
合
に
は
、
そ
の
事
由 

九 

公
告
の
方
法 

（
変
更
の
登
記
） 

第
五
十
三
条 

宗
教
法
人
に
お
い
て
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

に
変
更
が
生
じ
た
と
き
は
、
二
週
間
以
内
に
、
そ
の
主
た
る
事
務
所
の

所
在
地
に
お
い
て
、
変
更
の
登
記
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
他
の
登
記
所
の
管
轄
区
域
内
へ
の
主
た
る
事
務
所
の
移
転
の
登
記
） 

第
五
十
四
条 

宗
教
法
人
が
そ
の
主
た
る
事
務
所
を
他
の
登
記
所
の
管

轄
区
域
内
に
移
転
し
た
と
き
は
、
二
週
間
以
内
に
、
旧
所
在
地
に
お
い

て
は
移
転
の
登
記
を
し
、
新
所
在
地
に
お
い
て
は
第
五
十
二
条
第
二
項

各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
登
記
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
職
務
執
行
停
止
の
仮
処
分
等
の
登
記
） 

第
五
十
五
条 

代
表
権
を
有
す
る
者
の
職
務
の
執
行
を
停
止
し
、
若
し
く

は
そ
の
職
務
を
代
行
す
る
者
を
選
任
す
る
仮
処
分
命
令
又
は
そ
の
仮

処
分
命
令
を
変
更
し
、
若
し
く
は
取
り
消
す
決
定
が
さ
れ
た
と
き
は
、

そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
に
お
い
て
、
そ
の
登
記
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

（
合
併
の
登
記
） 

第
五
十
六
条 

宗
教
法
人
が
合
併
す
る
と
き
は
、
当
該
合
併
に
関
す
る
認

証
書
の
交
付
を
受
け
た
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
そ
の
主
た
る
事
務
所

の
所
在
地
に
お
い
て
、
合
併
後
存
続
す
る
宗
教
法
人
に
つ
い
て
は
変
更

の
登
記
を
し
、
合
併
に
よ
り
解
散
す
る
宗
教
法
人
に
つ
い
て
は
解
散
の

登
記
を
し
、
合
併
に
よ
り
設
立
す
る
宗
教
法
人
に
つ
い
て
は
設
立
の
登

記
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
解
散
の
登
記
） 

第
五
十
七
条 

第
四
十
三
条
第
一
項
又
は
第
二
項
（
第
二
号
及
び
第
三
号

を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
り
宗
教
法
人

が
解
散
し
た
と
き
は
、
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
の
場
合
に
は

当
該
解
散
に
関
す
る
認
証
書
の
交
付
を
受
け
た
日
か
ら
、
同
条
第
二
項

の
規
定
に
よ
る
解
散
の
場
合
に
は
当
該
解
散
の
事
由
が
生
じ
た
日
か

ら
、
二
週
間
以
内
に
、
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
に
お
い
て
、
解

散
の
登
記
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
清
算
結
了
の
登
記
） 

第
五
十
八
条 

宗
教
法
人
の
清
算
が
結
了
し
た
と
き
は
、
清
算
結
了
の
日

か
ら
二
週
間
以
内
に
、
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
に
お
い
て
、
清

算
結
了
の
登
記
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
五
十
九
条
か
ら
第
六
十
一
条
ま
で 

削
除 

（
管
轄
登
記
所
及
び
登
記
簿
） 

第
六
十
二
条 

宗
教
法
人
の
登
記
に
関
す
る
事
務
は
、
そ
の
事
務
所
の
所

在
地
を
管
轄
す
る
法
務
局
若
し
く
は
地
方
法
務
局
若
し
く
は
こ
れ
ら

の
支
局
又
は
こ
れ
ら
の
出
張
所
が
管
轄
登
記
所
と
し
て
つ
か
さ
ど
る
。 

２ 

各
登
記
所
に
宗
教
法
人
登
記
簿
を
備
え
る
。 

（
登
記
の
申
請
） 

第
六
十
三
条 

設
立
の
登
記
は
、
宗
教
法
人
を
代
表
す
べ
き
者
の
申
請
に

よ
つ
て
す
る
。 

２ 

設
立
の
登
記
の
申
請
書
に
は
、
所
轄
庁
の
証
明
が
あ
る
認
証
を
受
け

た
規
則
の
謄
本
及
び
宗
教
法
人
を
代
表
す
べ
き
者
の
資
格
を
証
す
る

書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

第
五
十
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
の
登
記
の
申
請

書
に
は
、
当
該
事
項
の
変
更
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
代
表
権
を
有
す
る
者
の
氏
名
又
は
住
所
の
変
更
の
登

記
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

４ 

合
併
に
よ
る
変
更
又
は
設
立
の
登
記
の
申
請
書
に
は
、
前
二
項
に
規

定
す
る
書
類
の
ほ
か
、
第
三
十
四
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
に
よ

る
手
続
を
経
た
こ
と
を
証
す
る
書
類
並
び
に
合
併
に
よ
り
解
散
す
る

宗
教
法
人
（
当
該
登
記
所
の
管
轄
区
域
内
に
主
た
る
事
務
所
が
あ
る
も

の
を
除
く
。
）
の
登
記
事
項
証
明
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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５ 

第
五
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
解
散
の
登
記
の
申
請
書
に
は
、
解
散
の

事
由
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

６ 
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
所
轄
庁
の
認
証
を
要
す
る
事
項
に
係
る

登
記
の
申
請
書
に
は
、
第
二
項
か
ら
前
項
ま
で
に
規
定
す
る
書
類
の
ほ

か
、
所
轄
庁
の
証
明
が
あ
る
認
証
書
の
謄
本
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

第
六
十
四
条 

削
除 

（
商
業
登
記
法
の
準
用
） 

第
六
十
五
条 

商
業
登
記
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第

二
条
か
ら
第
五
条
ま
で
（
登
記
所
及
び
登
記
官
）
、
第
七
条
か
ら
第
十

五
条
ま
で
、
第
十
七
条
、
第
十
八
条
、
第
十
九
条
の
二
、
第
十
九
条
の

三
、
第
二
十
一
条
か
ら
第
二
十
三
条
の
二
ま
で
、
第
二
十
四
条
（
第
十

四
号
及
び
第
十
五
号
を
除
く
。
）
、
第
二
十
六
条
、
第
二
十
七
条
（
登
記

簿
等
、
登
記
手
続
の
通
則
及
び
同
一
の
所
在
場
所
に
お
け
る
同
一
商
号

の
登
記
の
禁
止
）
、
第
五
十
一
条
か
ら
第
五
十
三
条
ま
で
、
第
七
十
一

条
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
七
十
九
条
、
第
八
十
二
条
、
第
八
十
三
条

（
株
式
会
社
の
登
記
）
、
第
三
章
第
十
節
（
登
記
の
更
正
及
び
抹
消
）

並
び
に
第
四
章
（
雑
則
）
の
規
定
は
、
こ
の
章
の
規
定
に
よ
る
登
記
に

つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
法
第
七
十
一
条
第
三
項

た
だ
し
書
中
「
会
社
法
第
四
百
七
十
八
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ

り
清
算
株
式
会
社
の
清
算
人
と
な
つ
た
も
の
（
同
法
第
四
百
八
十
三
条

第
四
項
に
規
定
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
清
算
株

式
会
社
の
代
表
清
算
人
と
な
つ
た
も
の
）
」
と
あ
る
の
は
「
宗
教
法
人

法
第
四
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
清
算
人
」
と
、
同
法
第
百
四
十

六
条
の
二
中
「
商
業
登
記
法
（
」
と
あ
る
の
は
「
宗
教
法
人
法
（
昭
和

二
十
六
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
第
六
十
五
条
に
お
い
て
準
用
す
る
商

業
登
記
法
（
」
と
、
「
商
業
登
記
法
第
百
四
十
五
条
」
と
あ
る
の
は
「

宗
教
法
人
法
第
六
十
五
条
に
お
い
て
準
用
す
る
商
業
登
記
法
第
百
四

十
五
条
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

第
二
節 

礼
拝
用
建
物
及
び
敷
地
の
登
記 

（
登
記
） 

第
六
十
六
条 

宗
教
法
人
の
所
有
に
係
る
そ
の
礼
拝
の
用
に
供
す
る
建

物
及
び
そ
の
敷
地
に
つ
い
て
は
、
当
該
不
動
産
が
当
該
宗
教
法
人
に
お

い
て
礼
拝
の
用
に
供
す
る
建
物
及
び
そ
の
敷
地
で
あ
る
旨
の
登
記
を

す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

敷
地
に
関
す
る
前
項
の
規
定
に
よ
る
登
記
は
、
そ
の
上
に
存
す
る
建

物
に
つ
い
て
同
項
の
規
定
に
よ
る
登
記
が
あ
る
場
合
に
限
り
す
る
こ

と
が
で
き
る
。 

（
登
記
の
申
請
） 

第
六
十
七
条 

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
記
は
、
当
該
宗
教
法
人
の

申
請
に
よ
つ
て
す
る
。 

２ 

登
記
を
申
請
す
る
に
は
、
そ
の
申
請
情
報
と
併
せ
て
礼
拝
の
用
に
供

す
る
建
物
又
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
旨
を
証
す
る
情
報
を
提
供
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
登
記
事
項
） 

第
六
十
八
条 

登
記
官
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
が
あ
つ
た

と
き
は
、
そ
の
建
物
又
は
土
地
の
登
記
記
録
中
権
利
部
に
、
建
物
に
つ

い
て
は
当
該
宗
教
法
人
に
お
い
て
礼
拝
の
用
に
供
す
る
も
の
で
あ
る

旨
を
、
土
地
に
つ
い
て
は
当
該
宗
教
法
人
に
お
い
て
礼
拝
の
用
に
供
す

る
建
物
の
敷
地
で
あ
る
旨
を
記
録
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
礼
拝
の
用
途
廃
止
に
因
る
登
記
の
抹
消
） 

第
六
十
九
条 

宗
教
法
人
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
登
記
を
し
た
建
物
が

礼
拝
の
用
に
供
せ
ら
れ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
同
条

の
規
定
に
よ
る
登
記
の
抹
消
を
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
前
条
の

規
定
に
よ
る
登
記
を
し
た
土
地
が
礼
拝
の
用
に
供
す
る
建
物
の
敷
地

で
な
く
な
つ
た
と
き
も
、
ま
た
同
様
と
す
る
。 

２ 

登
記
官
は
、
前
項
前
段
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
基
き
登
記
の
抹
消
を

し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
建
物
の
敷
地
に
つ
い
て
前
条
の
規
定
に
よ
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る
登
記
が
あ
る
と
き
は
、
あ
わ
せ
て
そ
の
登
記
を
抹
消
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

（
所
有
権
の
移
転
に
因
る
登
記
の
抹
消
） 

第
七
十
条 
登
記
官
は
、
第
六
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
登
記
を
し
た
建
物

又
は
土
地
に
つ
い
て
所
有
権
移
転
の
登
記
を
し
た
と
き
は
、
こ
れ
と
と

も
に
当
該
建
物
又
は
土
地
に
係
る
同
条
の
規
定
に
よ
る
登
記
を
抹
消

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
建
物
に
つ
い
て
登
記

の
抹
消
を
し
た
場
合
に
準
用
す
る
。 

３ 

前
二
項
の
規
定
は
、
宗
教
法
人
の
合
併
の
場
合
に
は
適
用
し
な
い
。 

第
八
章 

宗
教
法
人
審
議
会 

（
設
置
及
び
所
掌
事
務
） 

第
七
十
一
条 

文
部
科
学
省
に
宗
教
法
人
審
議
会
を
置
く
。 

２ 

宗
教
法
人
審
議
会
は
、
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
そ
の
権
限
に
属
さ

せ
ら
れ
た
事
項
を
処
理
す
る
。 

３ 

宗
教
法
人
審
議
会
は
、
所
轄
庁
が
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
権
限
（

前
項
に
規
定
す
る
事
項
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
行
使
す
る
に
際
し

留
意
す
べ
き
事
項
に
関
し
、
文
部
科
学
大
臣
に
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が

で
き
る
。 

４ 

宗
教
法
人
審
議
会
は
、
宗
教
団
体
に
お
け
る
信
仰
、
規
律
、
慣
習
等

宗
教
上
の
事
項
に
つ
い
て
、
い
か
な
る
形
に
お
い
て
も
調
停
し
、
又
は

干
渉
し
て
は
な
ら
な
い
。 

（
委
員
） 

第
七
十
二
条 

宗
教
法
人
審
議
会
は
、
十
人
以
上
二
十
人
以
内
の
委
員
で

組
織
す
る
。 

２ 

委
員
は
、
宗
教
家
及
び
宗
教
に
関
し
学
識
経
験
が
あ
る
者
の
う
ち
か

ら
、
文
部
科
学
大
臣
が
任
命
す
る
。 

（
任
期
） 

第
七
十
三
条 

委
員
の
任
期
は
、
二
年
と
す
る
。 

２ 

委
員
は
、
再
任
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
会
長
） 

第
七
十
四
条 

宗
教
法
人
審
議
会
に
会
長
を
置
く
。 

２ 

会
長
は
、
委
員
が
互
選
し
た
者
に
つ
い
て
、
文
部
科
学
大
臣
が
任
命

す
る
。 

３ 

会
長
は
、
宗
教
法
人
審
議
会
の
会
務
を
総
理
す
る
。 

（
委
員
の
費
用
弁
償
） 

第
七
十
五
条 

委
員
は
、
非
常
勤
と
す
る
。 

２ 

委
員
は
、
そ
の
職
務
に
対
し
て
報
酬
を
受
け
な
い
。
但
し
、
職
務
を

行
う
た
め
に
要
す
る
費
用
の
弁
償
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

費
用
弁
償
の
額
及
び
そ
の
支
給
方
法
は
、
文
部
科
学
大
臣
が
財
務
大

臣
に
協
議
し
て
定
め
る
。 

第
七
十
六
条 

削
除 

（
運
営
の
細
目
） 

第
七
十
七
条 

こ
の
章
に
規
定
す
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
宗
教
法
人
審
議

会
の
議
事
の
手
続
そ
の
他
そ
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
文
部
科

学
大
臣
の
承
認
を
受
け
て
、
宗
教
法
人
審
議
会
が
定
め
る
。 

第
九
章 

補
則 

（
被
包
括
関
係
の
廃
止
に
係
る
不
利
益
処
分
の
禁
止
等
） 

第
七
十
八
条 

宗
教
団
体
は
、
そ
の
包
括
す
る
宗
教
法
人
と
当
該
宗
教
団

体
と
の
被
包
括
関
係
の
廃
止
を
防
ぐ
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
又
は
こ
れ

を
企
て
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
第
二
十
六
条
第
三
項
（
第
三
十
六
条

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
通
知
前
に
又
は

そ
の
通
知
後
二
年
間
に
お
い
て
は
、
当
該
宗
教
法
人
の
代
表
役
員
、
責

任
役
員
そ
の
他
の
役
員
又
は
規
則
で
定
め
る
そ
の
他
の
機
関
の
地
位

に
あ
る
者
を
解
任
し
、
こ
れ
ら
の
者
の
権
限
に
制
限
を
加
え
、
そ
の
他

こ
れ
ら
の
者
に
対
し
不
利
益
の
取
扱
を
し
て
は
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
違
反
し
て
し
た
行
為
は
、
無
効
と
す
る
。 
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３ 

宗
教
法
人
は
、
他
の
宗
教
団
体
と
の
被
包
括
関
係
を
廃
止
し
た
場
合

に
お
い
て
も
、
そ
の
関
係
の
廃
止
前
に
原
因
を
生
じ
た
当
該
宗
教
団
体

に
対
す
る
債
務
の
履
行
を
免
か
れ
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

（
報
告
及
び
質
問
） 

第
七
十
八
条
の
二 

所
轄
庁
は
、
宗
教
法
人
に
つ
い
て
次
の
各
号
の
一
に

該
当
す
る
疑
い
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
法
律
を
施
行
す
る
た

め
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
当
該
宗
教
法
人
の
業
務
又
は
事
業
の
管
理

運
営
に
関
す
る
事
項
に
関
し
、
当
該
宗
教
法
人
に
対
し
報
告
を
求
め
、

又
は
当
該
職
員
に
当
該
宗
教
法
人
の
代
表
役
員
、
責
任
役
員
そ
の
他
の

関
係
者
に
対
し
質
問
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

当
該
職
員
が
質
問
す
る
た
め
に
当
該
宗
教
法
人
の
施
設
に
立
ち
入
る

と
き
は
、
当
該
宗
教
法
人
の
代
表
役
員
、
責
任
役
員
そ
の
他
の
関
係
者

の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

当
該
宗
教
法
人
が
行
う
公
益
事
業
以
外
の
事
業
に
つ
い
て
第
六

条
第
二
項
の
規
定
に
違
反
す
る
事
実
が
あ
る
こ
と
。 

二 

第
十
四
条
第
一
項
又
は
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認

証
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
宗
教
法
人
に
つ
い
て
第
十
四
条
第

一
項
第
一
号
又
は
第
三
十
九
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
要
件
を

欠
い
て
い
る
こ
と
。 

三 

当
該
宗
教
法
人
に
つ
い
て
第
八
十
一
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第

四
号
ま
で
の
一
に
該
当
す
る
事
由
が
あ
る
こ
と
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
を
求
め
、
又
は
当
該
職
員
に
質
問
さ
せ
よ

う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
所
轄
庁
は
、
当
該
所
轄
庁
が
文
部
科
学

大
臣
で
あ
る
と
き
は
あ
ら
か
じ
め
宗
教
法
人
審
議
会
に
諮
問
し
て
そ

の
意
見
を
聞
き
、
当
該
所
轄
庁
が
都
道
府
県
知
事
で
あ
る
と
き
は
あ
ら

か
じ
め
文
部
科
学
大
臣
を
通
じ
て
宗
教
法
人
審
議
会
の
意
見
を
聞
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
は
、
文
部
科
学
大
臣
は
、
報
告
を
求
め
、
又

は
当
該
職
員
に
質
問
さ
せ
る
事
項
及
び
理
由
を
宗
教
法
人
審
議
会
に

示
し
て
、
そ
の
意
見
を
聞
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

所
轄
庁
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
を
求
め
、
又
は
当
該
職
員

に
質
問
さ
せ
る
場
合
に
は
、
宗
教
法
人
の
宗
教
上
の
特
性
及
び
慣
習
を

尊
重
し
、
信
教
の
自
由
を
妨
げ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
特
に
留
意
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
質
問
す
る
当
該
職
員
は
、
そ
の
身
分
を
示
す

証
明
書
を
携
帯
し
、
宗
教
法
人
の
代
表
役
員
、
責
任
役
員
そ
の
他
の
関

係
者
に
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

６ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た

も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。 

（
公
益
事
業
以
外
の
事
業
の
停
止
命
令
） 

第
七
十
九
条 

所
轄
庁
は
、
宗
教
法
人
が
行
う
公
益
事
業
以
外
の
事
業
に

つ
い
て
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
違
反
す
る
事
実
が
あ
る
と
認
め
た

と
き
は
、
当
該
宗
教
法
人
に
対
し
、
一
年
以
内
の
期
間
を
限
り
そ
の
事

業
の
停
止
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
事
業
の
停
止
の
命
令
は
、
そ
の
理
由
及
び
事
業

の
停
止
を
命
ず
る
期
間
を
附
記
し
た
書
面
で
当
該
宗
教
法
人
に
通
知

し
て
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

所
轄
庁
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
事
業
の
停
止
の
命
令
に
係
る
弁

明
の
機
会
を
付
与
す
る
に
当
た
つ
て
は
、
当
該
宗
教
法
人
が
書
面
に
よ

り
弁
明
を
す
る
こ
と
を
申
し
出
た
と
き
を
除
き
、
口
頭
で
す
る
こ
と
を

認
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
事
業
の
停
止
を
命

じ
よ
う
と
す
る
場
合
に
準
用
す
る
。 

（
認
証
の
取
消
し
） 

第
八
十
条 
所
轄
庁
は
、
第
十
四
条
第
一
項
又
は
第
三
十
九
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
認
証
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
認
証
に
係
る
事
案
が
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第
十
四
条
第
一
項
第
一
号
又
は
第
三
十
九
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ

る
要
件
を
欠
い
て
い
る
こ
と
が
判
明
し
た
と
き
は
、
当
該
認
証
に
関
す

る
認
証
書
を
交
付
し
た
日
か
ら
一
年
以
内
に
限
り
、
当
該
認
証
を
取
り

消
す
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
取
消
は
、
そ
の
理
由
を
附
記
し
た
書
面

で
当
該
宗
教
法
人
に
通
知
し
て
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

宗
教
法
人
に
つ
い
て
第
一
項
の
規
定
に
該
当
す
る
事
由
が
あ
る
こ

と
を
知
つ
た
者
は
、
証
拠
を
添
え
て
、
所
轄
庁
に
対
し
、
そ
の
旨
を
通

知
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
取
消
し
に
係
る
聴
聞
の
主
宰
者
は
、

行
政
手
続
法
（
平
成
五
年
法
律
第
八
十
八
号
）
第
二
十
条
第
三
項
の
規

定
に
よ
り
当
該
宗
教
法
人
の
代
表
者
又
は
代
理
人
が
補
佐
人
と
と
も

に
出
頭
す
る
こ
と
を
申
し
出
た
と
き
は
、
こ
れ
を
許
可
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
聴
聞
の
主
宰
者
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
た

と
き
は
、
そ
の
補
佐
人
の
数
を
三
人
ま
で
に
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る

。 

５ 

第
七
十
八
条
の
二
第
二
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証

の
取
消
し
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
準
用
す
る
。 

６ 

所
轄
庁
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
取
消
し
を
し
た
と
き
は

、
当
該
宗
教
法
人
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
の
登
記
所
に
解
散
の
登

記
の
嘱
託
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
審
査
請
求
の
手
続
に
お
け
る
諮
問
等
） 

第
八
十
条
の
二 

第
十
四
条
第
一
項
、
第
二
十
八
条
第
一
項
、
第
三
十
九

条
第
一
項
若
し
く
は
第
四
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
に
関

す
る
決
定
、
第
七
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
事
業
の
停
止
の
命
令

又
は
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
の
取
消
し
に
つ
い
て
の
審
査

請
求
に
対
す
る
裁
決
は
、
当
該
審
査
請
求
を
却
下
す
る
場
合
を
除
き
、

あ
ら
か
じ
め
宗
教
法
人
審
議
会
に
諮
問
し
た
後
に
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

２ 

前
項
の
審
査
請
求
に
対
す
る
裁
決
は
、
当
該
審
査
請
求
が
あ
つ
た
日

か
ら
四
月
以
内
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
解
散
命
令
） 

第
八
十
一
条 

裁
判
所
は
、
宗
教
法
人
に
つ
い
て
左
の
各
号
の
一
に
該
当

す
る
事
由
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
所
轄
庁
、
利
害
関
係
人
若
し
く

は
検
察
官
の
請
求
に
よ
り
又
は
職
権
で
、
そ
の
解
散
を
命
ず
る
こ
と
が

で
き
る
。 

一 

法
令
に
違
反
し
て
、
著
し
く
公
共
の
福
祉
を
害
す
る
と
明
ら
か
に

認
め
ら
れ
る
行
為
を
し
た
こ
と
。 

二 

第
二
条
に
規
定
す
る
宗
教
団
体
の
目
的
を
著
し
く
逸
脱
し
た
行

為
を
し
た
こ
と
又
は
一
年
以
上
に
わ
た
つ
て
そ
の
目
的
の
た
め
の

行
為
を
し
な
い
こ
と
。 

三 

当
該
宗
教
法
人
が
第
二
条
第
一
号
に
掲
げ
る
宗
教
団
体
で
あ
る

場
合
に
は
、
礼
拝
の
施
設
が
滅
失
し
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
な
い

の
に
そ
の
滅
失
後
二
年
以
上
に
わ
た
つ
て
そ
の
施
設
を
備
え
な
い

こ
と
。 

四 

一
年
以
上
に
わ
た
つ
て
代
表
役
員
及
び
そ
の
代
務
者
を
欠
い
て

い
る
こ
と
。 

五 

第
十
四
条
第
一
項
又
は
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認

証
に
関
す
る
認
証
書
を
交
付
し
た
日
か
ら
一
年
を
経
過
し
て
い
る

場
合
に
お
い
て
、
当
該
宗
教
法
人
に
つ
い
て
第
十
四
条
第
一
項
第
一

号
又
は
第
三
十
九
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
要
件
を
欠
い
て
い

る
こ
と
が
判
明
し
た
こ
と
。 

２ 

前
項
に
規
定
す
る
事
件
は
、
当
該
宗
教
法
人
の
主
た
る
事
務
所
の
所

在
地
を
管
轄
す
る
地
方
裁
判
所
の
管
轄
と
す
る
。 

３ 
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判
に
は
、
理
由
を
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

４ 

裁
判
所
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判
を
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か

じ
め
当
該
宗
教
法
人
の
代
表
役
員
若
し
く
は
そ
の
代
務
者
又
は
当
該
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宗
教
法
人
の
代
理
人
及
び
同
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判
の
請
求
を
し
た

所
轄
庁
、
利
害
関
係
人
又
は
検
察
官
の
陳
述
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

５ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判
に
対
し
て
は
、
当
該
宗
教
法
人
又
は
同

項
の
規
定
に
よ
る
裁
判
の
請
求
を
し
た
所
轄
庁
、
利
害
関
係
人
若
し
く

は
検
察
官
に
限
り
、
即
時
抗
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
当
該
即
時
抗
告
が
当
該
宗
教
法
人
の
解
散
を
命
ず
る
裁
判
に

対
す
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
執
行
停
止
の
効
力
を
有
す
る
。 

６ 

裁
判
所
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判
が
確
定
し
た
と
き
は
、
そ

の
解
散
し
た
宗
教
法
人
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
の
登
記
所
に
解

散
の
登
記
の
嘱
託
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

７ 

第
二
項
か
ら
前
項
ま
で
に
規
定
す
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
裁
判
に
関
す
る
手
続
に
つ
い
て
は
、
非
訟
事
件
手
続
法
（

平
成
二
十
三
年
法
律
第
五
十
一
号
）
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

（
随
伴
者
に
対
す
る
意
見
を
述
べ
る
機
会
の
供
与
） 

第
八
十
二
条 

文
部
科
学
大
臣
及
び
都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
規

定
に
よ
る
認
証
に
関
し
宗
教
法
人
の
代
表
者
若
し
く
は
代
理
人
若
し

く
は
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

若
し
く
は
そ
の
代
理
人
が
意
見
を
述
べ
る
場
合
又
は
第
七
十
九
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
事
業
の
停
止
の
命
令
に
関
し
宗
教
法
人
の
代
表

者
若
し
く
は
代
理
人
が
口
頭
に
よ
り
弁
明
を
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、

こ
れ
ら
の
者
の
ほ
か
、
助
言
者
、
弁
護
人
等
と
し
て
こ
れ
ら
の
者
に
随

伴
し
た
者
に
対
し
、
意
見
を
述
べ
る
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
た
だ
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
そ
の
意
見
を
述
べ
る
機

会
を
与
え
る
随
伴
者
の
数
を
三
人
ま
で
に
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
礼
拝
用
建
物
等
の
差
押
禁
止
） 

第
八
十
三
条 

宗
教
法
人
の
所
有
に
係
る
そ
の
礼
拝
の
用
に
供
す
る
建

物
及
び
そ
の
敷
地
で
、
第
七
章
第
二
節
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
礼
拝

の
用
に
供
す
る
建
物
及
び
そ
の
敷
地
で
あ
る
旨
の
登
記
を
し
た
も
の

は
、
不
動
産
の
先
取
特
権
、
抵
当
権
又
は
質
権
の
実
行
の
た
め
に
す
る

場
合
及
び
破
産
手
続
開
始
の
決
定
が
あ
つ
た
場
合
を
除
く
ほ
か
、
そ
の

登
記
後
に
原
因
を
生
じ
た
私
法
上
の
金
銭
債
権
の
た
め
に
差
し
押
さ

え
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

（
宗
教
上
の
特
性
及
び
慣
習
の
尊
重
） 

第
八
十
四
条 

国
及
び
公
共
団
体
の
機
関
は
、
宗
教
法
人
に
対
す
る
公
租

公
課
に
関
係
が
あ
る
法
令
を
制
定
し
、
若
し
く
は
改
廃
し
、
又
は
そ
の

賦
課
徴
収
に
関
し
境
内
建
物
、
境
内
地
そ
の
他
の
宗
教
法
人
の
財
産
の

範
囲
を
決
定
し
、
若
し
く
は
宗
教
法
人
に
つ
い
て
調
査
を
す
る
場
合
そ

の
他
宗
教
法
人
に
関
し
て
法
令
の
規
定
に
よ
る
正
当
の
権
限
に
基
く

調
査
、
検
査
そ
の
他
の
行
為
を
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
宗
教
法
人
の

宗
教
上
の
特
性
及
び
慣
習
を
尊
重
し
、
信
教
の
自
由
を
妨
げ
る
こ
と
が

な
い
よ
う
に
特
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
解
釈
規
定
） 

第
八
十
五
条 

こ
の
法
律
の
い
か
な
る
規
定
も
、
文
部
科
学
大
臣
、
都
道

府
県
知
事
及
び
裁
判
所
に
対
し
、
宗
教
団
体
に
お
け
る
信
仰
、
規
律
、

慣
習
等
宗
教
上
の
事
項
に
つ
い
て
い
か
な
る
形
に
お
い
て
も
調
停
し
、

若
し
く
は
干
渉
す
る
権
限
を
与
え
、
又
は
宗
教
上
の
役
職
員
の
任
免
そ

の
他
の
進
退
を
勧
告
し
、
誘
導
し
、
若
し
く
は
こ
れ
に
干
渉
す
る
権
限

を
与
え
る
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。 

第
八
十
六
条 

こ
の
法
律
の
い
か
な
る
規
定
も
、
宗
教
団
体
が
公
共
の
福

祉
に
反
し
た
行
為
を
し
た
場
合
に
お
い
て
他
の
法
令
の
規
定
が
適
用

さ
れ
る
こ
と
を
妨
げ
る
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。 

（
審
査
請
求
と
訴
訟
と
の
関
係
） 

第
八
十
七
条 

第
八
十
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
処
分
の
取
消
し
の

訴
え
は
、
当
該
処
分
に
つ
い
て
の
審
査
請
求
に
対
す
る
裁
決
を
経
た
後

で
な
け
れ
ば
、
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

（
事
務
の
区
分
） 
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第
八
十
七
条
の
二 

第
九
条
、
第
十
四
条
第
一
項
、
第
二
項
（
第
二
十
八

条
第
二
項
、
第
三
十
九
条
第
二
項
及
び
第
四
十
六
条
第
二
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第
四
項
（
第
二
十
八
条
第
二
項
、
第

三
十
九
条
第
二
項
及
び
第
四
十
六
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
、
第
二
十
五
条
第
四
項
、
第
二
十
六
条
第
四
項
（
第
三
十

六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
二
十
八
条
第
一
項
、
第

三
十
九
条
第
一
項
、
第
四
十
三
条
第
三
項
、
第
四
十
六
条
第
一
項
、
第

四
十
九
条
第
三
項
、
第
五
十
一
条
第
五
項
及
び
第
六
項
、
第
七
十
八
条

の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
（
第
七
十
九
条
第
四
項
及
び
第
八
十
条
第
五

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
七
十
九
条
第
一
項
か
ら
第

三
項
ま
で
、
第
八
十
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
第
六
項
、
第
八

十
一
条
第
一
項
、
第
四
項
及
び
第
五
項
並
び
に
第
八
十
二
条
の
規
定
に

よ
り
都
道
府
県
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
務
は
、
地
方
自
治

法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
条
第
九
項
第
一
号
に
規

定
す
る
第
一
号
法
定
受
託
事
務
と
す
る
。 

第
十
章 

罰
則 

第
八
十
八
条 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、

宗
教
法
人
の
代
表
役
員
、
そ
の
代
務
者
、
仮
代
表
役
員
又
は
清
算
人
は

、
十
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。 

一 

所
轄
庁
に
対
し
虚
偽
の
記
載
を
し
た
書
類
を
添
付
し
て
こ
の
法

律
の
規
定
に
よ
る
認
証
（
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
証
を

除
く
。
）
の
申
請
を
し
た
と
き
。 

二 

第
九
条
又
は
第
四
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
怠
り
、

又
は
虚
偽
の
届
出
を
し
た
と
き
。 

三 

第
二
十
三
条
の
規
定
に
違
反
し
て
同
条
の
規
定
に
よ
る
公
告
を

し
な
い
で
同
条
各
号
に
掲
げ
る
行
為
を
し
た
と
き
。 

四 

第
二
十
五
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
て
こ

れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
書
類
若
し
く
は
帳
簿
の
作
成
若
し
く
は

備
付
け
を
怠
り
、
又
は
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
若
し
く
は

帳
簿
に
虚
偽
の
記
載
を
し
た
と
き
。 

五 

第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
書
類
の
写
し
の
提
出
を
怠

つ
た
と
き
。 

六 

第
四
十
八
条
第
二
項
又
は
第
四
十
九
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
怠
つ
た
と
き
。 

七 

第
四
十
九
条
の
三
第
一
項
又
は
第
四
十
九
条
の
五
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
公
告
を
怠
り
、
又
は
不
正
の
公
告
を
し
た
と
き
。 

八 

第
五
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
裁
判
所
の
検
査
を
妨
げ
た

と
き
。 

九 

第
七
章
第
一
節
の
規
定
に
よ
る
登
記
を
す
る
こ
と
を
怠
つ
た
と

き
。 

十 

第
七
十
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
若
し
く

は
虚
偽
の
報
告
を
し
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
当
該
職
員
の
質
問

に
対
し
て
答
弁
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
答
弁
を
し
た
と
き
。 

十
一 

第
七
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
事
業
の
停
止
の
命
令
に

違
反
し
て
事
業
を
行
つ
た
と
き
。 

第
八
十
九
条 

宗
教
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
者
が
所
轄
庁
に
対
し

虚
偽
の
記
載
を
し
た
書
類
を
添
付
し
て
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
認
証
の
申
請
を
し
た
と
き
は
、
当
該
申
請
に
係
る
団
体
の
代
表
者

は
、
十
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。 

附 

則 

抄 

１ 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

23 

当
分
の
間
、
宗
教
法
人
は
、
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
公
益

事
業
以
外
の
事
業
を
行
わ
な
い
場
合
で
あ
つ
て
、
そ
の
一
会
計
年
度
の

収
入
の
額
が
寡
少
で
あ
る
額
と
し
て
文
部
科
学
大
臣
が
定
め
る
額
の

範
囲
内
に
あ
る
と
き
は
、
第
二
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず

、
当
該
会
計
年
度
に
係
る
収
支
計
算
書
を
作
成
し
な
い
こ
と
が
で
き
る

。 
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24 

前
項
に
規
定
す
る
額
の
範
囲
を
定
め
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て

は
、
文
部
科
学
大
臣
は
、
あ
ら
か
じ
め
宗
教
法
人
審
議
会
に
諮
問
し
て

そ
の
意
見
を
聞
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

25 

附
則
第
二
十
三
項
の
場
合
に
お
い
て
、
宗
教
法
人
は
、
第
二
十
五

条
第
二
項
（
第
一
号
、
第
二
号
及
び
第
四
号
か
ら
第
六
号
ま
で
を
除
く

。
）
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
収
支
計
算
書
を

作
成
し
て
い
る
場
合
に
限
り
、
こ
れ
を
宗
教
法
人
の
事
務
所
に
備
え
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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令
和
五
年
法
律
第
八
十
九
号 

特
定
不
法
行
為
等
に
係
る
被
害
者
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
救
済
に

資
す
る
た
め
の
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
の
業
務
の
特
例
並
び

に
宗
教
法
人
に
よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
特
例
に
関
す
る

法
律 

目
次 第

一
章 

総
則
（
第
一
条
・
第
二
条
） 

第
二
章 

支
援
セ
ン
タ
ー
の
業
務
の
特
例
（
第
三
条―

第
五
条
） 

第
三
章 

宗
教
法
人
に
よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
特
例 

第
一
節 

解
釈
規
定
（
第
六
条
） 

第
二
節 

指
定
宗
教
法
人
に
よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
特
例

（
第
七
条―

第
十
一
条
） 

第
三
節 

特
別
指
定
宗
教
法
人
の
財
産
目
録
等
の
閲
覧
の
特
例
（
第

十
二
条
・
第
十
三
条
） 

第
四
節 

補
則
（
第
十
四
条―

第
十
七
条
） 

第
五
節 

罰
則
（
第
十
八
条
） 

附
則 

第
一
章 

総
則 

（
趣
旨
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
現
下
の
宗
教
法
人
（
宗
教
法
人
法
（
昭
和
二
十

六
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
宗
教
法
人
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
め
ぐ
る
状
況
に
鑑
み
、
特
定
不
法
行
為
等
に

係
る
被
害
者
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
救
済
に
資
す
る
た
め
、
総
合
法
律
支

援
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
七
十
四
号
）
第
十
三
条
に
規
定
す
る
日
本

司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
（
以
下
「
支
援
セ
ン
タ
ー
」
と
い
う
。
）
の
業
務

の
特
例
並
び
に
宗
教
法
人
に
よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
特
例
を

定
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
定
義
） 

第
二
条 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
対
象
宗
教
法
人
」
と
は
、
宗
教
法
人
法

第
八
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
命
令
の
請
求
が
行
わ
れ
又

は
同
項
に
規
定
す
る
事
件
の
手
続
が
開
始
さ
れ
た
宗
教
法
人
で
あ
っ

て
、
当
該
請
求
又
は
当
該
手
続
の
開
始
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る

も
の
（
以
下
「
特
定
解
散
命
令
請
求
等
」
と
い
う
。
）
に
係
る
も
の
を

い
う
。 

一 

宗
教
法
人
法
第
八
十
一
条
第
一
項
第
一
号
に
該
当
す
る
事
由
が

あ
る
こ
と
を
理
由
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。 

二 

所
轄
庁
（
宗
教
法
人
法
第
五
条
に
規
定
す
る
所
轄
庁
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
若
し
く
は
検
察
官
に
よ
る
請
求
又
は
裁
判
所
の
職
権
に

よ
る
手
続
の
開
始
で
あ
る
こ
と
。 

２ 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
特
定
不
法
行
為
等
」
と
は
、
特
定
解
散
命
令

請
求
等
の
原
因
と
な
っ
た
不
法
行
為
、
契
約
申
込
み
等
（
対
象
宗
教
法

人
と
の
契
約
の
申
込
み
若
し
く
は
そ
の
承
諾
の
意
思
表
示
又
は
対
象

宗
教
法
人
に
対
す
る
財
産
上
の
利
益
を
供
与
す
る
単
独
行
為
を
す
る

旨
の
意
思
表
示
を
い
う
。
）
の
取
消
し
の
理
由
と
な
る
行
為
そ
の
他
の

行
為
及
び
こ
れ
ら
と
同
種
の
行
為
で
あ
っ
て
、
対
象
宗
教
法
人
又
は
そ

の
信
者
そ
の
他
の
関
係
者
に
よ
る
も
の
を
い
う
。 

第
二
章 

支
援
セ
ン
タ
ー
の
業
務
の
特
例 

（
支
援
セ
ン
タ
ー
の
業
務
の
特
例
） 

第
三
条 

支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
総
合
法
律
支
援
法
第
三
十
条
に
規
定
す
る

業
務
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
業
務
（
以
下
「
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事

業
」
と
い
う
。
）
を
行
う
。 

一 

特
定
被
害
者
（
特
定
不
法
行
為
等
に
係
る
被
害
者
で
あ
っ
て
、
国

民
又
は
我
が
国
に
住
所
を
有
し
適
法
に
在
留
す
る
者
を
い
う
。
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
そ
の
資
力
の
状
況
に
か
か
わ
ら
ず
援

助
す
る
次
に
掲
げ
る
業
務 

イ 
特
定
不
法
行
為
等
に
関
す
る
民
事
事
件
手
続
（
裁
判
所
に
お
け

る
民
事
訴
訟
手
続
、
民
事
調
停
手
続
、
民
事
保
全
手
続
、
強
制
執
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行
手
続
そ
の
他
の
民
事
事
件
に
関
す
る
手
続
を
い
う
。
以
下
こ
の

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
っ
て
、
特
定
被
害
者
を
当
事
者
と
す

る
も
の
（
ハ
及
び
第
四
項
に
お
い
て
「
特
定
被
害
者
に
係
る
民
事

事
件
手
続
」
と
い
う
。
）
の
準
備
及
び
追
行
（
民
事
事
件
手
続
に

先
立
つ
和
解
の
交
渉
で
特
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
含
む
。

同
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
た
め
代
理
人
に
支
払
う
べ
き
報
酬
及

び
そ
の
代
理
人
が
行
う
事
務
の
処
理
に
必
要
な
実
費
の
立
替
え

を
す
る
こ
と
。 

ロ 

イ
に
規
定
す
る
立
替
え
に
代
え
、
イ
に
規
定
す
る
報
酬
及
び
実

費
に
相
当
す
る
額
を
支
援
セ
ン
タ
ー
に
支
払
う
こ
と
を
約
し
た

者
の
た
め
、
適
当
な
特
定
被
害
者
法
律
援
助
契
約
弁
護
士
等
（
支

援
セ
ン
タ
ー
と
の
間
で
、
支
援
セ
ン
タ
ー
の
特
定
被
害
者
法
律
援

助
事
業
に
関
し
、
他
人
の
法
律
事
務
を
取
り
扱
う
こ
と
に
つ
い
て

契
約
を
し
て
い
る
弁
護
士
、
弁
護
士
法
人
、
弁
護
士
・
外
国
法
事

務
弁
護
士
共
同
法
人
及
び
総
合
法
律
支
援
法
第
一
条
に
規
定
す

る
隣
接
法
律
専
門
職
者
を
い
う
。
ニ
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
イ
の

代
理
人
が
行
う
事
務
を
取
り
扱
わ
せ
る
こ
と
。 

ハ 

弁
護
士
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
五
号
）
そ
の
他
の
法

律
に
よ
り
依
頼
を
受
け
て
裁
判
所
に
提
出
す
る
書
類
又
は
電
磁

的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ

て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ

っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を

い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
作
成
す
る
こ
と
を
業

と
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
に
対
し
特
定
被
害
者
に
係
る
民
事
事

件
手
続
に
必
要
な
書
類
又
は
電
磁
的
記
録
の
作
成
を
依
頼
し
て

支
払
う
べ
き
報
酬
及
び
そ
の
作
成
に
必
要
な
実
費
の
立
替
え
を

す
る
こ
と
。 

ニ 

ハ
に
規
定
す
る
立
替
え
に
代
え
、
ハ
に
規
定
す
る
報
酬
及
び
実

費
に
相
当
す
る
額
を
支
援
セ
ン
タ
ー
に
支
払
う
こ
と
を
約
し
た

者
の
た
め
、
適
当
な
特
定
被
害
者
法
律
援
助
契
約
弁
護
士
等
に
ハ

に
規
定
す
る
書
類
又
は
電
磁
的
記
録
を
作
成
す
る
事
務
を
取
り

扱
わ
せ
る
こ
と
。 

ホ 

弁
護
士
法
そ
の
他
の
法
律
に
よ
り
法
律
相
談
を
取
り
扱
う
こ

と
を
業
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
に
よ
る
特
定
不
法
行
為
等
に

関
す
る
法
律
相
談
（
刑
事
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。
）
を
実
施
す

る
こ
と
。 

二 

前
号
の
業
務
に
附
帯
す
る
業
務
（
民
事
保
全
手
続
に
附
帯
す
る
担

保
の
提
供
に
係
る
業
務
を
含
む
。
）
を
行
う
こ
と
。 

２ 

特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業
は
、
対
象
宗
教
法
人
に
つ
い
て
特
定
解

散
命
令
請
求
等
に
係
る
裁
判
が
確
定
し
た
時
若
し
く
は
特
定
解
散
命

令
請
求
等
の
取
下
げ
が
あ
っ
た
時
又
は
対
象
宗
教
法
人
が
解
散
（
特
定

解
散
命
令
請
求
等
に
係
る
裁
判
に
よ
る
解
散
を
除
く
。
）
を
し
た
時
の

う
ち
い
ず
れ
か
早
い
時
前
に
そ
の
対
象
宗
教
法
人
に
係
る
特
定
不
法

行
為
等
に
つ
い
て
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業
の
実
施
に
係
る
援
助

の
申
込
み
を
し
た
特
定
被
害
者
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

３ 

支
援
セ
ン
タ
ー
が
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、

総
合
法
律
支
援
法
第
三
十
四
条
第
一
項
の
業
務
方
法
書
に
は
、
同
条
第

二
項
に
規
定
す
る
事
項
の
ほ
か
、
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業
に
関
し

、
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業
の
実
施
に
係
る
援
助
の
申
込
み
及
び
そ

の
審
査
の
方
法
に
関
す
る
事
項
、
第
一
項
第
一
号
イ
及
び
ハ
に
規
定
す

る
立
替
え
に
係
る
報
酬
及
び
実
費
の
基
準
並
び
に
そ
れ
ら
の
償
還
に

関
す
る
事
項
、
同
号
ロ
及
び
ニ
に
規
定
す
る
報
酬
及
び
実
費
に
相
当
す

る
額
の
支
払
に
関
す
る
事
項
、
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
民
事
保
全
手

続
に
附
帯
す
る
担
保
の
提
供
に
係
る
業
務
の
実
施
に
係
る
費
用
の
償

還
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
法
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
償
還
及
び
当
該
支
払
は
、
特
定
被
害

者
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
救
済
に
資
す
る
よ
う
、
特
定
被
害
者
に
係
る
民

                                                           49



事
事
件
手
続
の
準
備
及
び
追
行
が
さ
れ
て
い
る
間
猶
予
す
る
も
の
と

し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
か
つ
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
そ

れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
場
合
に
該
当
す
る
と
き
を
除
き
、
免
除
で

き
る
も
の
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

報
酬
及
び
実
費
の
償
還
及
び
支
払 

次
の
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る

場
合 

イ 

当
該
特
定
被
害
者
が
一
定
以
上
の
資
力
を
有
す
る
場
合 

ロ 

当
該
特
定
被
害
者
の
援
助
に
至
っ
た
経
緯
、
当
該
援
助
に
よ
る

支
援
セ
ン
タ
ー
の
財
務
に
対
す
る
影
響
そ
の
他
の
当
該
援
助
に

係
る
事
情
に
照
ら
し
、
免
除
す
る
こ
と
が
相
当
で
な
い
と
認
め
ら

れ
る
場
合 

二 

民
事
保
全
手
続
に
附
帯
す
る
担
保
の
提
供
に
係
る
業
務
の
実
施

に
係
る
費
用
の
償
還 

次
の
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
場
合 

イ 

当
該
特
定
被
害
者
が
当
該
民
事
保
全
手
続
に
関
し
故
意
又
は

重
大
な
過
失
に
よ
り
当
該
民
事
保
全
手
続
に
係
る
相
手
方
に
損

害
を
与
え
た
場
合 

ロ 

当
該
特
定
被
害
者
の
援
助
に
至
っ
た
経
緯
、
当
該
援
助
を
受
け

た
特
定
被
害
者
の
資
力
の
状
況
、
当
該
援
助
に
よ
る
支
援
セ
ン
タ

ー
の
財
務
に
対
す
る
影
響
そ
の
他
の
当
該
援
助
に
係
る
事
情
に

照
ら
し
、
免
除
す
る
こ
と
が
相
当
で
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合 

（
総
合
法
律
支
援
法
の
適
用
） 

第
四
条 

支
援
セ
ン
タ
ー
が
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業
を
行
う
場
合

に
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
総
合
法
律
支
援
法
の
規
定
中
同
表
の

中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す

る
ほ
か
、
必
要
な
技
術
的
読
替
え
は
、
政
令
で
定
め
る
。 

第
十
二

条 

こ
の
法
律 

こ
の
法
律
及
び
特
定
不
法
行
為
等
に
係

る
被
害
者
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
救
済
に

資
す
る
た
め
の
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ

ー
の
業
務
の
特
例
並
び
に
宗
教
法
人
に

よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
特
例
に

関
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
八
十
九

号
。
以
下
「
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特

例
法
」
と
い
う
。
） 

第
十
九

条
第
二

項
第
二

号 

こ
の
法
律 

こ
の
法
律
（
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特

例
法
第
四
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え

て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
） 

第
二
十

三
条
第

五
項 

こ
の
法
律

又
は
準
用

通
則
法
（
第

四
十
八
条 

こ
の
法
律
、
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特

例
法
又
は
準
用
通
則
法
（
特
定
不
法
行
為

等
被
害
者
特
例
法
第
四
条
の
規
定
に
よ

り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
四
十
八
条 

第
二
十

三
条
の

二
第
一

項 

こ
の
法
律 

こ
の
法
律
、
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特

例
法 

第
二
十

九
条
第

八
項
第

一
号 

同
じ
。
） 

同
じ
。
）
及
び
特
定
被
害
者
法
律
援
助
契

約
弁
護
士
等
（
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者

特
例
法
第
三
条
第
一
項
第
一
号
ロ
に
規

定
す
る
特
定
被
害
者
法
律
援
助
契
約
弁

護
士
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
） 

契
約
弁
護

士
等
に 

契
約
弁
護
士
等
及
び
特
定
被
害
者
法
律

援
助
契
約
弁
護
士
等
に 
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第
二
十

九
条
第

八
項
第

二
号 

第
三
十
五

条
第
一
項 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

る
第
三
十
五
条
第
一
項 

第
三
十

条
第
二

項 

前
項
の
業

務 

前
項
の
業
務
及
び
特
定
被
害
者
法
律
援

助
事
業
（
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例

法
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
被

害
者
法
律
援
助
事
業
を
い
う
。
以
下
同
じ

。
） 

第
三
十

条
第
三

項 

前
二
項
の

業
務 

前
二
項
の
業
務
又
は
特
定
被
害
者
法
律

援
助
事
業 

契
約
弁
護

士
等 

契
約
弁
護
士
等
又
は
特
定
被
害
者
法
律

援
助
契
約
弁
護
士
等 

第
三
十

一
条 

業
務
は 

業
務
並
び
に
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事

業
は 

第
三
十

二
条
第

一
項 

前
条 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

る
前
条 

各
業
務 

各
業
務
及
び
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事

業 

第
三
十

二
条
第

二
項 

前
項 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

る
前
項 

前
条 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

る
前
条 

第
三
十

二
条
第

五
項 

業
務 

業
務
及
び
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業 

第
三
十

三
条
第

一
項 

契
約
弁
護

士
等 

契
約
弁
護
士
等
又
は
特
定
被
害
者
法
律

援
助
契
約
弁
護
士
等 

又
は
第
二

項
の
業
務 

若
し
く
は
第
二
項
の
業
務
又
は
特
定
被

害
者
法
律
援
助
事
業 

第
三
十

三
条
第

二
項 

及
び
契
約

弁
護
士
等 

並
び
に
契
約
弁
護
士
等
及
び
特
定
被
害

者
法
律
援
助
契
約
弁
護
士
等 

前
項 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

る
前
項 

契
約
弁
護

士
等
の 

契
約
弁
護
士
等
又
は
特
定
被
害
者
法
律

援
助
契
約
弁
護
士
等
の 

第
三
十

四
条
第

二
項
第

六
号 

こ
の
法
律 

こ
の
法
律
、
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特

例
法 

第
三
十

業
務 

業
務
及
び
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業 

                                                           51



五
条
第

一
項 

契
約
弁
護

士
等 

契
約
弁
護
士
等
及
び
特
定
被
害
者
法
律

援
助
契
約
弁
護
士
等 

第
三
十

五
条
第

二
項 

契
約
弁
護

士
等 

契
約
弁
護
士
等
及
び
特
定
被
害
者
法
律

援
助
契
約
弁
護
士
等 

第
四
十

二
条
の

二
第
一

項 

こ
の
法
律 

こ
の
法
律
、
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特

例
法 

第
四
十

二
条
の

二
第
二

項 

前
項 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

る
前
項 

第
四
十

六
条
第

一
項 

以
外
の
業

務 

以
外
の
業
務
並
び
に
特
定
被
害
者
法
律

援
助
事
業 

第
四
十

六
条
第

三
項
及

び
第
四

項 

第
一
項 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

る
第
一
項 

第
四
十

六
条
第

前
各
項 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

五
項 

る
第
一
項
、
第
二
項
及
び
同
条
の
規
定
に

よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
二
項 

第
四
十

八
条
の

表
第
三

条
第
三

項
の
項 

個
別
法 

及
び
個
別
法 

総
合
法
律

支
援
法
（
平

成
十
六
年

法
律
第
七

十
四
号
） 

、
総
合
法
律
支
援
法
（
平
成
十
六
年
法
律

第
七
十
四
号
）
及
び
特
定
不
法
行
為
等
に

係
る
被
害
者
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
救
済

に
資
す
る
た
め
の
日
本
司
法
支
援
セ
ン

タ
ー
の
業
務
の
特
例
並
び
に
宗
教
法
人

に
よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
特
例

に
関
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
八
十

九
号
。
以
下
「
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者

特
例
法
」
と
い
う
。
） 

第
四
十

八
条
の

表
第
三

十
九
条

の
二
第

一
項
の

項 

総
合
法
律

支
援
法
（
同

法
第
四
十

八
条
に
お

い
て
準
用

す
る
こ
の

法
律
の
規

定
を
含
む
。

） 

総
合
法
律
支
援
法
（
特
定
不
法
行
為
等
被

害
者
特
例
法
第
四
条
に
お
い
て
読
み
替

え
て
適
用
す
る
総
合
法
律
支
援
法
第
四

十
八
条
に
お
い
て
準
用
す
る
こ
の
法
律

の
規
定
を
含
む
。
）
、
特
定
不
法
行
為
等
被

害
者
特
例
法 

第
四
十

八
条
の

表
第
五

十
条
の

及
び
総
合

法
律
支
援

法 

、
総
合
法
律
支
援
法
（
特
定
不
法
行
為
等

被
害
者
特
例
法
第
四
条
の
規
定
に
よ
り

読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

及
び
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法 
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項 第
四
十

八
条
の

表
第
五

十
条
の

四
第
六

項
の
項 

総
合
法
律

支
援
法
（
同

法
第
四
十

八
条
に
お

い
て
準
用

す
る
こ
の

法
律
の
規

定
を
含
む
。

） 

総
合
法
律
支
援
法
（
特
定
不
法
行
為
等
被

害
者
特
例
法
第
四
条
に
お
い
て
読
み
替

え
て
適
用
す
る
総
合
法
律
支
援
法
第
四

十
八
条
に
お
い
て
準
用
す
る
こ
の
法
律

の
規
定
を
含
む
。
）
、
特
定
不
法
行
為
等
被

害
者
特
例
法 

第
四
十

八
条
の

表
第
六

十
四
条

第
一
項

の
項 

総
合
法
律

支
援
法
（
同

法
第
四
十

八
条
に
お

い
て
準
用

す
る
こ
の

法
律
の
規

定
を
含
む
。

） 

総
合
法
律
支
援
法
（
特
定
不
法
行
為
等
被

害
者
特
例
法
第
四
条
に
お
い
て
読
み
替

え
て
適
用
す
る
総
合
法
律
支
援
法
第
四

十
八
条
に
お
い
て
準
用
す
る
こ
の
法
律

の
規
定
を
含
む
。
）
及
び
特
定
不
法
行
為

等
被
害
者
特
例
法 

第
四
十

九
条
第

三
号 

第
四
十
六

条
第
一
項 

特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
四

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す

る
第
四
十
六
条
第
一
項 

第
五
十

四
条
第

一
項
第

こ
の
法
律 

こ
の
法
律
（
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特

例
法
第
四
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え

て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
） 

一
号 

第
五
十

四
条
第

一
項
第

四
号 

若
し
く
は

第
五
項 

、
同
条
第
五
項
（
特
定
不
法
行
為
等
被
害

者
特
例
法
第
四
条
の
規
定
に
よ
り
読
み

替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
） 

第
五
十

四
条
第

一
項
第

五
号 

業
務
以
外 

業
務
及
び
特
定
被
害
者
法
律
援
助
事
業

以
外 

第
五
十

四
条
第

一
項
第

八
号 

第
四
十
二

条
の
二
第

二
項 

第
四
十
二
条
の
二
第
二
項
（
特
定
不
法
行

為
等
被
害
者
特
例
法
第
四
条
の
規
定
に

よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含

む
。
） 

（
法
務
省
令
へ
の
委
任
） 

第
五
条 

こ
の
章
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
章
の
規
定
の
実
施
に
関

し
必
要
な
事
項
は
、
法
務
省
令
で
定
め
る
。 

第
三
章 

宗
教
法
人
に
よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
特
例 

第
一
節 

解
釈
規
定 

第
六
条 

こ
の
章
の
い
か
な
る
規
定
も
、
文
部
科
学
大
臣
及
び
都
道
府
県

知
事
に
対
し
、
宗
教
法
人
に
お
け
る
信
仰
、
規
律
、
慣
習
等
宗
教
上
の

事
項
に
つ
い
て
い
か
な
る
形
に
お
い
て
も
調
停
し
、
若
し
く
は
干
渉
す

る
権
限
を
与
え
、
又
は
宗
教
上
の
役
職
員
の
任
免
そ
の
他
の
進
退
を
勧

告
し
、
誘
導
し
、
若
し
く
は
こ
れ
に
干
渉
す
る
権
限
を
与
え
る
も
の
と

解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。 
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２ 

こ
の
章
の
い
か
な
る
規
定
も
、
宗
教
法
人
が
公
共
の
福
祉
に
反
し
た

行
為
を
し
た
場
合
に
お
い
て
他
の
法
令
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
こ
と

を
妨
げ
る
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。 

第
二
節 

指
定
宗
教
法
人
に
よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の

特
例 

（
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
） 

第
七
条 

所
轄
庁
は
、
対
象
宗
教
法
人
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
と

認
め
る
と
き
は
、
当
該
対
象
宗
教
法
人
を
指
定
宗
教
法
人
と
し
て
指
定

す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

当
該
対
象
宗
教
法
人
に
係
る
特
定
不
法
行
為
等
に
係
る
被
害
者

が
相
当
多
数
存
在
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
。 

二 

当
該
対
象
宗
教
法
人
の
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
状
況
を
把
握

す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
（
以
下
単
に
「
指
定
宗

教
法
人
の
指
定
」
と
い
う
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、

所
轄
庁
は
、
当
該
所
轄
庁
が
文
部
科
学
大
臣
で
あ
る
と
き
は
あ
ら
か
じ

め
宗
教
法
人
審
議
会
に
諮
問
し
て
そ
の
意
見
を
聴
き
、
当
該
所
轄
庁
が

都
道
府
県
知
事
で
あ
る
と
き
は
あ
ら
か
じ
め
文
部
科
学
大
臣
を
通
じ

て
宗
教
法
人
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

所
轄
庁
は
、
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
を
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及

び
当
該
指
定
宗
教
法
人
の
名
称
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
そ
の
他
の

当
該
指
定
宗
教
法
人
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
を
公
示
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

指
定
宗
教
法
人
の
指
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
公
示
に
よ
っ
て
そ

の
効
力
を
生
ず
る
。 

５ 

所
轄
庁
は
、
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
を
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、

そ
の
旨
を
当
該
指
定
宗
教
法
人
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

６ 

所
轄
庁
は
、
公
示
さ
れ
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
旨

を
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
の
解
除
） 

第
八
条 

所
轄
庁
は
、
指
定
宗
教
法
人
に
つ
い
て
指
定
宗
教
法
人
の
指
定

を
受
け
る
べ
き
事
由
が
消
滅
し
た
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
指
定
宗
教

法
人
の
指
定
を
解
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
条
第
三
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
前
項
の
場
合
に
準
用
す
る
。 

（
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
の
失
効
） 

第
九
条 

指
定
宗
教
法
人
の
指
定
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
と
き
は
、
そ
の
効
力
を
失
う
。 

一 

当
該
指
定
宗
教
法
人
に
係
る
特
定
解
散
命
令
請
求
等
に
係
る
裁

判
が
確
定
し
た
と
き
。 

二 

当
該
指
定
宗
教
法
人
に
係
る
特
定
解
散
命
令
請
求
等
の
取
下
げ

が
あ
っ
た
と
き
。 

三 

当
該
指
定
宗
教
法
人
が
解
散
し
た
と
き
（
第
一
号
に
該
当
す
る
と

き
を
除
く
。
）
。 

２ 

第
七
条
第
三
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
前
項
の
場
合
に
準
用
す
る

。 （
不
動
産
の
処
分
等
の
所
轄
庁
へ
の
通
知
及
び
公
告
の
特
例
） 

第
十
条 

指
定
宗
教
法
人
は
、
宗
教
法
人
法
第
二
十
三
条
の
規
定
に
よ
る

公
告
を
す
る
ほ
か
、
不
動
産
を
処
分
し
、
又
は
担
保
に
供
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
当
該
不
動
産
の
処
分
又
は
担
保
と
し
て
の
提
供
の
少
な
く

と
も
一
月
前
に
、
所
轄
庁
に
対
し
、
そ
の
要
旨
を
示
し
て
そ
の
旨
を
通

知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

所
轄
庁
は
、
指
定
宗
教
法
人
か
ら
前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
受
け

た
と
き
は
、
速
や
か
に
当
該
通
知
に
係
る
要
旨
を
公
告
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

３ 
宗
教
法
人
法
第
二
十
四
条
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て

し
た
不
動
産
の
処
分
又
は
担
保
と
し
て
の
提
供
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

（
財
産
目
録
等
の
作
成
及
び
提
出
の
特
例
） 
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第
十
一
条 

指
定
宗
教
法
人
の
指
定
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
宗
教
法

人
法
第
二
十
五
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
中
「
財

産
目
録
及
び
収
支
計
算
書
を
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
会
計
年
度
の
収
支

計
算
書
を
、
毎
会
計
年
度
の
各
四
半
期
（
会
計
年
度
の
期
間
を
三
月
ご

と
に
区
分
し
た
各
期
間
を
い
う
。
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
終
了
後

二
月
以
内
に
当
該
四
半
期
の
財
産
目
録
、
収
支
計
算
書
及
び
貸
借
対
照

表
を
そ
れ
ぞ
れ
」
と
、
同
条
第
二
項
第
三
号
中
「
貸
借
対
照
表
を
作
成

し
て
い
る
場
合
に
は
貸
借
対
照
表
」
と
あ
る
の
は
「
貸
借
対
照
表
」
と

、
同
条
第
四
項
中
「
な
ら
な
い
」
と
あ
る
の
は
「
な
ら
ず
、
ま
た
、
同

項
の
規
定
に
よ
り
当
該
宗
教
法
人
の
事
務
所
に
備
え
ら
れ
た
同
項
第

三
号
に
掲
げ
る
書
類
が
毎
会
計
年
度
の
各
四
半
期
終
了
ご
と
に
作
成

さ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
作
成
後
十
日
以
内
に
そ
の
写
し
を

所
轄
庁
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
前
項

」
と
あ
る
の
は
「
前
項
（
特
定
不
法
行
為
等
に
係
る
被
害
者
の
迅
速
か

つ
円
滑
な
救
済
に
資
す
る
た
め
の
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
の
業
務

の
特
例
並
び
に
宗
教
法
人
に
よ
る
財
産
の
処
分
及
び
管
理
の
特
例
に

関
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
八
十
九
号
。
以
下
「
特
定
不
法
行
為

等
被
害
者
特
例
法
」
と
い
う
。
）
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読

み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
場
合
に
お
け
る
宗
教
法
人
法
第
八
十
八
条
の
規
定
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
同
条
第
四
号
中
「
第
二
十
五
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二

項
」
と
あ
る
の
は
「
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
十
一
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
二
十
五
条
第
一
項
若
し

く
は
第
二
項
」
と
、
同
条
第
五
号
中
「
第
二
十
五
条
第
四
項
」
と
あ
る

の
は
「
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
二
十
五
条
第
四
項
」
と
す
る
。 

第
三
節 

特
別
指
定
宗
教
法
人
の
財
産
目
録
等
の
閲
覧
の
特

例 

（
特
別
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
等
） 

第
十
二
条 

所
轄
庁
は
、
対
象
宗
教
法
人
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該

当
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
対
象
宗
教
法
人
を
特
別
指
定
宗
教
法

人
と
し
て
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

第
七
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。 

二 

当
該
対
象
宗
教
法
人
の
財
産
の
内
容
及
び
額
、
そ
の
財
産
の
処
分

及
び
管
理
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
、
当
該
対
象
宗
教
法

人
に
つ
い
て
、
そ
の
財
産
の
隠
匿
又
は
散
逸
の
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と

。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
対
象
宗
教
法
人
が
特
別
指
定
宗
教
法
人
と
し

て
指
定
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
対
象
宗
教
法
人
（
当
該
指
定
を
受
け
た

時
に
お
い
て
既
に
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
を
受
け
て
い
る
も
の
を
除

く
。
）
は
、
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
。 

３ 

第
七
条
（
第
一
項
を
除
く
。
）
及
び
第
八
条
の
規
定
は
、
第
一
項
の

場
合
に
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
特
別

指
定
宗
教
法
人
と
し
て
指
定
さ
れ
た
対
象
宗
教
法
人
に
つ
い
て
、
同
項

第
二
号
に
規
定
す
る
事
由
が
消
滅
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
特
別
指

定
宗
教
法
人
の
指
定
が
解
除
さ
れ
た
と
き
（
当
該
対
象
宗
教
法
人
が
同

項
第
一
号
に
規
定
す
る
事
由
に
引
き
続
き
該
当
す
る
と
き
に
限
る
。
）

は
、
当
該
対
象
宗
教
法
人
は
、
当
該
解
除
が
さ
れ
た
日
に
指
定
宗
教
法

人
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
。 

４ 

指
定
宗
教
法
人
が
特
別
指
定
宗
教
法
人
と
し
て
指
定
さ
れ
た
場
合

に
お
け
る
当
該
指
定
宗
教
法
人
に
つ
い
て
、
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
が
解
除
さ
れ
た
と
き
又
は
第
九
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
が
効
力
を
失
っ
た
と
き
は
、

当
該
特
別
指
定
宗
教
法
人
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
別
指
定
宗
教

法
人
の
指
定
（
以
下
単
に
「
特
別
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
」
と
い
う
。

）
が
解
除
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。 

５ 

第
七
条
第
三
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
第
三
項
後
段
及
び
前
項
の

場
合
に
準
用
す
る
。 
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（
財
産
目
録
等
の
閲
覧
の
特
例
） 

第
十
三
条 

特
定
不
法
行
為
等
に
係
る
被
害
者
は
、
宗
教
法
人
法
第
二
十

五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は

帳
簿
の
閲
覧
を
請
求
す
る
場
合
の
ほ
か
、
当
該
特
定
不
法
行
為
等
に
係

る
対
象
宗
教
法
人
が
特
別
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
を
受
け
た
と
き
は
、

所
轄
庁
に
対
し
、
当
該
対
象
宗
教
法
人
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類
の
写

し
の
閲
覧
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
宗
教

法
人
法
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
同
条
第

二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類 

二 

宗
教
法
人
法
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
特
別
指
定
宗

教
法
人
の
指
定
前
に
提
出
さ
れ
た
同
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る

書
類
（
特
別
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
が
あ
っ
た
日
の
属
す
る
会
計
年

度
の
前
会
計
年
度
（
同
日
が
当
該
特
別
指
定
宗
教
法
人
の
会
計
年
度

終
了
後
四
月
以
内
の
日
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
前
会
計
年
度

に
係
る
書
類
が
提
出
さ
れ
て
い
な
い
と
き
に
あ
っ
て
は
、
前
々
会
計

年
度
）
に
係
る
も
の
に
限
る
。
） 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
閲
覧
を
し
た
特
定
不
法
行
為
等
に
係
る
被
害

者
は
、
当
該
閲
覧
に
よ
り
知
り
得
た
事
項
を
、
当
該
特
定
不
法
行
為
等

に
関
す
る
自
己
の
権
利
を
実
現
す
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
利

用
し
、
又
は
第
三
者
に
提
供
し
て
は
な
ら
な
い
。 

第
四
節 

補
則 

（
特
定
解
散
命
令
請
求
等
の
所
轄
庁
へ
の
通
知
） 

第
十
四
条 

裁
判
所
は
、
特
定
解
散
命
令
請
求
等
が
あ
っ
た
と
き
（
当
該

特
定
解
散
命
令
請
求
等
が
所
轄
庁
に
よ
り
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
場

合
を
除
く
。
）
は
、
所
轄
庁
に
対
し
、
そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

（
宗
教
法
人
審
議
会
の
所
掌
事
務
の
特
例
） 

第
十
五
条 

宗
教
法
人
審
議
会
は
、
宗
教
法
人
法
第
七
十
一
条
第
二
項
に

規
定
す
る
事
項
の
ほ
か
、
こ
の
章
の
規
定
に
よ
り
そ
の
権
限
に
属
さ
せ

ら
れ
た
事
項
を
処
理
す
る
。 

（
聴
聞
の
特
例
） 

第
十
六
条 

宗
教
法
人
法
第
八
十
条
第
四
項
の
規
定
は
、
指
定
宗
教
法
人

の
指
定
及
び
特
別
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
に
係
る
聴
聞
に
つ
い
て
準

用
す
る
。 

（
事
務
の
区
分
） 

第
十
七
条 

こ
の
章
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
事
務
は
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号

）
第
二
条
第
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
第
一
号
法
定
受
託
事
務
と
す
る

。 

第
五
節 

罰
則 

第
十
八
条 

指
定
宗
教
法
人
の
代
表
役
員
、
そ
の
代
務
者
又
は
仮
代
表
役

員
が
、
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
怠
り
、
又
は
虚
偽
の
通

知
を
し
た
と
き
は
、
十
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。 

附 

則 

抄 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
十
日
を
経
過
し
た
日

か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
章
及
び
附
則
第
三
条
第
二
項
の
規
定

は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政

令
で
定
め
る
日
（
次
条
及
び
同
項
に
お
い
て
「
一
部
施
行
日
」
と
い
う

。
）
か
ら
施
行
す
る
。 

（
準
備
行
為
） 

第
二
条 

支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
一
部
施
行
日
前
に
お
い
て
も
、
特
定
被
害

者
法
律
援
助
事
業
の
実
施
に
必
要
な
準
備
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き

る
。 

（
経
過
措
置
） 
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第
三
条

こ
の
法
律
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
そ
の
請
求
が
行

わ
れ
又
は
そ
の
手
続
が
開
始
さ
れ
た
特
定
解
散
命
令
請
求
等
に
係
る

宗
教
法
人
に
つ
い
て
も
適
用
す
る
。 

２ 

一
部
施
行
日
か
ら
民
事
訴
訟
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和

四
年
法
律
第
四
十
八
号
）
の
施
行
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
第

三
条
第
一
項
（
第
一
号
ハ
及
び
ニ
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
ハ
中
「
書
類
又
は
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方

式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報

処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。

）
」
と
あ
る
の
は
「
書
類
」
と
、「
必
要
な
書
類
又
は
電
磁
的
記
録
」
と

あ
る
の
は
「
必
要
な
書
類
」
と
、
同
号
ニ
中
「
書
類
又
は
電
磁
的
記
録

」
と
あ
る
の
は
「
書
類
」
と
す
る
。 

３ 

第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
は
、
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
が
あ
っ
た
日

（
第
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
を
受
け

た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
対
象
宗
教
法
人
に
あ
っ
て
は
、
当
該
指
定
宗
教

法
人
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
日
。
次
項
に
お
い
て
同
じ

。
）
の
属
す
る
四
半
期
（
指
定
宗
教
法
人
の
会
計
年
度
の
期
間
を
三
月

ご
と
に
区
分
し
た
各
期
間
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
か
ら
適

用
す
る
。 

４

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
指
定
宗
教
法
人
の
指
定
が
あ
っ
た
日
の
属

す
る
四
半
期
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
を
含
む
も
の
で
あ
る
と
き
は
、

当
該
四
半
期
に
係
る
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

同
項
中
「
、
収
支
計
算
書
及
び
貸
借
対
照
表
を
そ
れ
ぞ
れ
」
と
あ
る
の

は
「
及
び
収
支
計
算
書
を
」
と
、「
「
貸
借
対
照
表
を
作
成
し
て
い
る
場

合
に
は
貸
借
対
照
表
」
と
あ
る
の
は
「
貸
借
対
照
表
」
」
と
あ
る
の
は

「
「
収
支
計
算
書
並
び
に
貸
借
対
照
表
を
作
成
し
て
い
る
場
合
に
は
貸

借
対
照
表
」
と
あ
る
の
は
「
収
支
計
算
書
」
」
と
す
る
。 

５

前
項
の
場
合
に
お
け
る
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
同
項
中
「
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
第
十
一
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
二
十
五
条
第
一
項
」
と
あ
る

の
は
、
「
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法
附
則
第
三
条
第
四
項
の
規

定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
特
定
不
法
行
為
等
被
害
者
特
例
法

第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
二
十
五

条
第
一
項
」
と
す
る
。 

６ 

第
十
三
条
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
は
、

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
提
出
さ
れ
た
同
号
に
掲
げ
る
書
類
の
写
し
に

つ
い
て
も
適
用
す
る
。 

（
こ
の
法
律
の
失
効
）

第
五
条 

こ
の
法
律
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を

経
過
し
た
日
に
、
そ
の
効
力
を
失
う
。 

２ 

こ
の
法
律
の
失
効
前
に
支
援
セ
ン
タ
ー
が
特
定
被
害
者
法
律
援
助

事
業
の
実
施
に
係
る
援
助
の
申
込
み
を
受
け
た
事
案
に
つ
い
て
は
、
こ

の
法
律
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
規
定
に
よ

り
効
力
を
失
っ
た
後
も
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。 

３

こ
の
法
律
の
失
効
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
こ
の
法
律
は
、
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
規
定

に
よ
り
効
力
を
失
っ
た
後
も
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。 

４ 

前
二
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
失
効
に
伴
い
必
要

な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。 

（
検
討
） 

第
六
条 

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
三
年
を
目
途
と
し
て
、
そ
の
施

行
の
状
況
等
を
勘
案
し
、
こ
の
法
律
の
延
長
及
び
財
産
保
全
の
在
り
方

を
含
め
こ
の
法
律
の
規
定
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認

め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
法
制
上
の
措
置
そ
の
他
所
要
の

措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 
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指定宗教法人の清算に係る指針検討会（第２回）議事要旨（案） 

 

１．検討会の概要 

○ 日 時 ： 令和７年６月２７日（金）１０：００～１１：３０ 

○ 場 所 ： 文部科学省旧庁舎６階第２講堂 

○ 出席者 ： 

【委 員】 荒井委員、井田委員、釜井委員、北居委員、小島委員、佐原委員、宍野委員、道家

委員、戸松委員、富永委員、中山委員、山本委員 

【オブザーバー】 法務省大臣官房司法法制部関係官 

【事務局】 森田文化庁次長、小林文化庁審議官、塩原文化戦略官、山田文化庁宗務課長 ほか

関係官 

 

２．議事概要 

（１）委員間の意見交換  

  資料１（以下「骨子案」という。）について事務局より説明があり、その後に委員間で意見

交換（提出委員からの資料２について説明を含む。）がなされた。その際、次のような意見が

あった。 

 

○ 信教の自由に配慮するにしても、清算業務の実施が優先されることを明示すべきと考えてお

り、骨子案は取り入れられた形となっている。 

また、被害救済を広げるための指針であるべきであり、特定不法行為等に限らない被害があ

ること、被害者の精神的被害に寄り添うこと、古い被害についても調査すべきことを明示いた

だきたいところ、「誠実さをもって被害の回復を図り、出来うる限りの努力をもって実現する

ことを原則的な立場」とする骨子案は、これらを意識したものと理解している。 

一方、調査妨害に関し、清算人が警察にも協力要請できることを記載してほしい。 

また、残余財産の引渡しについて、帰属権利者が清算法人と同一視できるような事情のある

ときは、解散命令が元も子もないように思われ、その場合には残余財産の引渡しを行わないこ

とができる記述を設けてほしい。 

○ １人の被害者も取りこぼさない配慮をして清算を進めるべきことが第一義であり、被害申告

に時間のかかる被害者も含めて十分な対応をするべきとの意見に賛同する。一方、残余財産の

引渡しについての意見は、法改正が必要で、そうだとすると別の場で宗教家の意見を十分に聞

く必要がある。 

○ 調査妨害について警察に協力を求める記載の充実を図る意見に賛同する。清算人が一番困る

のは、初日に施設に入れるかどうか。その辺りから苦労する。 

一方、残余財産の引渡しを行わないこともできるのではないかとの意見は、清算人がそのよ

うな対応をとった場合は帰属権利者から引渡しを求める訴訟が起こされるのみならず、清算人

個人にも損害賠償を請求されることになり、指針と板挟みになる。指針に記載することは困難

ではないか。 

参考資料５ 
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○ 指針は一つの意見であり、最終的には清算人が判断し、管轄裁判所が許容するかどうかを判

断することとなるため、あまり具体的に書き込み過ぎてしまうと、清算業務の足かせになって

しまいかねない。そういった視点から考えると、残余財産の帰属権利者への引渡しを拒否でき

る場合を書くことには抵抗感がある。また、清算人にとっては直ちに巨額の損賠賠償訴訟を想

定せざるを得ない、という現実の問題もある。 

なお、これに関連して骨子案の記載中「許容される」といった表現は、裁判所が許容すべき

とも読み取れるため、表現を整えるべきである。指針の内容についても、あまり細かいことを

書き込むと、実際の清算にあたって指針の内容と対立する場合が生じうる点に気をつけるべき

である。 

○ 信教の自由はセンシティブなものであり、信者個人の一般的な宗教活動に対する配慮につい

て記載する骨子案の方向性を評価している。残余財産については、清算期間を長くすることに

より、結果としてなるべく帰属権利者に渡らないように出来ればいいが、渡さないというのは

踏み込み過ぎている。 

○ 被害者救済のためには、宗教者だけでなく、清算人もまた、被害者に寄り添って対応を進め

ることが重要である。 

○ 第１回検討会で意見があったとおり、指定宗教法人の清算人は、一定の公共的な役割を果た

すことになる。骨子案の「被害者を救済するという単なる財産整理に留まらない目的も持つこ

とを踏まえた対応をすることが適当である」とする箇所は、このような清算人の役割を盛り込

んだ表現とすることが適当である。指針上位置づけることで、清算人が清算業務を進める際に

も、公的機関等の協力を得やすくなるのではないか。 

○ 各論部分に記載はあるが、重要な考え方であるので、総論的な 「債務の弁済等の基本的な考

え方」にも、債務の弁済を終えていないうちに清算法人の財産の全てを帰属権利者に引き渡す

ことは適当でないことを記載すべきである。 

○ 骨子案の「清算の目的の範囲内で信教の自由に配慮しつつ」との表現は、優先順位の表現と

読み取りにくいため、「清算に支障のない範囲内で」といった形に表現を整理するべきである。 

○ この指針は一般的な指針であって、特定された個別の事件について裁判所を拘束するような

性質のものではないことは明確にしておくべきである。他方で、指針は法所管省庁の「一問一

答」に類似する性質のものであり、読み手の必要に応じて、一定の具体性も求められる。 

○ 債権者の掘り起こしに有効であるので、骨子案中の能動的な債務調査に係る記述において、

被害者に対する債権申出のための説明会の開催も追加するべきである。 

また、証拠の認定に当たっては、過度に厳格な認定になると支障を生じ得るため、一定の柔

軟な対応が、この種の損害賠償には必要となるのではないかと考えられる。 

○ 近時の大型損害賠償事件では、債務に係る消滅時効を援用しない方針を採用している事例も

あり、時効の援用や除斥期間の主張を清算人がするに当たっては、信義則といった基本的な法

の要請を踏まえて、ある程度柔軟な対応を検討することも考えられる。 

かなり極端な事件ではあったが、昨年の最高裁判所大法廷判決で、除斥期間であっても主張

することが必要であり、権利濫用や信義則で認められないことがあるとした裁判例があること

は考慮の余地がある。 
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時効の援用、除斥期間の主張については、いくつかの記載のレベルが考えられ、すべきでは

ないと一般的に書くのは相当に慎重な検討を要すると考えるが、清算人がそのように判断する

ことが善管注意義務違反に当たらない場合があるといった記載ぶりは検討の余地があるので

はないか。清算人の判断の手助けになるような形で、何らかの記載を検討すべきである。 

○ 被害者の債権の申出に当たって、弁護士の利用を躊躇することないように、弁護士費用が賠

償の対象となる旨、弁償基準に明記し、一般に周知することが必要ではないか。専門家が立証

を支援することが円滑な清算事務にもつながるため、指針に盛り込むことを検討するべきであ

る。 
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